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○　平成１９年３月２５日（日）９時４２分頃に発生した能登半島地震は、石川県観測史上初の震度６強を観測し、県政史上未曾有の大災
　害となったが、初動対応や応急復旧対応が総じて順調に行われたことなどにより、全体として、被害が最小限にとどまり、比較的早期の
　応急復旧が図られたものと評価できる。

　　　被害が最小限にとどまり早期応急復旧が図られた主な要因
　　　・発災日時、天候、地域性（人口密集地でない、コミュニティの絆）等の条件が重なっていたこと。
　　　・県、被災市町、国の情報共有化により、迅速な対応が図られ、被害の拡大を防止できたこと。

○　過疎化・高齢化が進展している能登の被災者の生活再建と被災地の一日も早い復旧・復興を念願するものであるが、同時に今回の地震
　の教訓を、今後の石川県の防災対策に活かす必要があることから、初動対応や応急復旧対応について、問題点や課題を洗い出すとともに
　これまでの取り組み成果が活かされた点や、適切に対応できた点を含め、検証を行った結果、初動対応や医療救護活動など８つの分野別
　に推進施策を取りまとめた。

○　また、悪条件が重なった場合などの大規模地震災害に備えることが特に重要であることから、重点推進施策として以下の６つの施策に
　取り組むよう取りまとめた。

　　　①重要な施設や個人住宅の耐震化の推進
　　　②通信体制の充実強化
　　　③災害時要援護者支援体制の強化
　　　④自主防災組織の育成・充実
　　　⑤防災教育・訓練の充実強化
　　　⑥広域防災拠点の機能強化

○　近年、全国で大規模な災害が発生している中、能登半島地震においては、比較的最小限の被害にとどまったことから、検証に際しては
　よかった面、課題となった面、両面について、客観的な視点で評価できたものと認識しており、今回の検証結果と推進すべき施策を踏ま
　え、県地域防災計画（震災対策編）に反映させるなど、石川県や市町、防災関係機関、地域住民それぞれの立場で防災対策に活かしてい
　くことが肝要である。また、この施策大綱が、石川県内のみならず、全国の震災対策にも活かされることが期待される。

Ⅰ　総　括
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分　野 項　目

① 初動対応 a 初動体制

◆適切に対応できた点

項目 区 分

①
・
県災害対策本部が早期に立ち上
げられた。

②
・
・
・

県現地対策本部を一早く輪島市
に設置し、現地災害対策本部と
被災市町との情報共有体制が図
られた。

③
・
国、自衛隊及び県や防災関係機
関の迅速な対応が図られた。

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

職員は震度５強以上であれば自
主参集するよう訓練されてい
た。

奥能登広域消防本部では、１時
間後に76％の消防職員(99名)が
参集できた。

緊急消防援助隊、警察広域緊急
援助隊の派遣要請が迅速に行わ
れた。

・
・
・
・
・
・

参集訓練等を通じ、迅速な
初動体制に努める。

防災関係機関との緊急連絡
体制の整備と拡充に努め
る。

④
・
地震発生から24時間以内に安否
確認ができた。

・
・
・
・
・

緊急消防援助隊等による倒壊家
屋のローラー作戦の実施

地域コミュニティによる共助機
能の発揮

・
・
・
・
・

災害時要援護者リストや地
域みまもりマップの活用な
どによる地域の協力を得
て、今後とも迅速な被害状
況の把握に努める。

⑤
・
・

消防防災ヘリの活用による被災
状況の早期把握が有効であっ
た。

・
・
状況把握に消防防災ヘリを
活用する。

⑥
・
・

能登有料道路の孤立者救出に際
し、道路公社･警察･市の円滑な
連携により成果を得た。

・
・
・

地震発生時の通行止めに係
る連絡体制や初動体制を明
確にしておく。

今後とるべき対策や方向適切に対応できた点 具体的事項

本部長(谷本知事)の当日の現地
入りと被害状況把握、迅速な決
断と対応。

現地災害対策本部を3/25奥能登
総合事務所、3/28輪島市役所に
設置。

専任の危機管理組織を準備して
いたことが、初動対応の取り組
みに有効に働いた。

災害対策本部の早期立ち上
げに努める。

県幹部が早期現地入りし、
迅速確実な情報収集に努め
る。

必要に応じて現地災害対策
本部を被災市町に設置する
など、機動的な体制を確保
する。

地域防災センター的な機能
を有する広域防災拠点の機
能強化を図る。（通信体
制、耐震化、備蓄など）

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

a
 
初
動
体
制

災害対策
本部等体
制

連絡・被
害状況把
握体制

◆問題点と課題

項目 区 分

①
・
初動連絡体制において、応援要
請手順が明確でなかった。

・
・
・
・
・
・

県内消防機関への応援要請が手
順的に後となった。

各消防、消防団がどういう活動
をしているか把握できなかった
部分もある。

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

市町は災害時には迅速な救
援を図る観点から県内の広
域応援要請を求めるよう努
める。

要請に際して、手遅れとな
らないよう早目早目の対応
に努める。

震災時における消防団の活
動計画の点検、周知に努め
る。

②
・
・

県災害対策本部員会議における
十分な情報交換が必要であっ
た。

・
・
ライフライン対策関係者等の出
席要請が必要

・
・
・
・

防災会議メンバー以外の防
災関係機関の会議参加の要
請に努める。
　(関係規定に明記)

③
・
地震発生以前の作業停電が初動
対応の弊害となった。

・
・
・
・
・
・

市町の一部庁舎において自家発
電設備が工事中であった。

防災無線は機能していたが、無
停電装置との切り替えの部分に
少しトラブルがあった。

・
・
・
・

防災拠点施設が機能不全に
陥らないよう、今後とも無
停電装置や自家発電装置の
整備に努める。

④
・
夜間に被災した場合の対応に問
題が残る。

・
・
・

発災が昼間であったため対応で
きたが、夜間だったら制約が多
い。

・
・
・
・

夜間、冬期、降雨期などの
悪条件が重なった事態を想
定した初動対応策の整備に
努める。

⑤
・
取材が殺到したため、災害応急
対応に苦慮した。

・
・
・
・

災害対策本部の公開等によ
りマスコミに情報をリアル
タイムで公開する等の工夫
を図る。

⑥
・
・
・

大規模災害において円滑な災対
本部を運営するにあたっては、
市町職員の人的資源には限りが
ある。

・
・
・

災対本部事務局職員は、特に長
時間の災害対応への負担が強い
られる。

・
・
・

災対本部の円滑な運営のた
めに、災対本部運営支援班
を別途設置する。

⑦
・
初動連絡体制や通信手順が十分
に確立していなかった。

・
・
発災当時に一部団体と連絡が取
れなかった。

・
・
関係団体との緊急連絡体制
の整備と充実に努める。

⑧
・
・
・

情報の入りにくい初動時におけ
る現地被災情報等の迅速な情報
収集については、いつも大きな
課題となっている。

・
・
・

市町との連絡及び被害状況の把
握がスムーズに行かない場合が
あった。

・
・
被災情報を被災地に取りに
行く体制に努める。

⑨
・
・

道路の被害状況や安全性確認に
時間を要し、通行規制措置の実
施が遅延した。

・
・
・

通行止めに係る連絡体制・
初動体制を明確にしてお
く。

⑩
・
・

発災直後に被災地の情報を把握
するには、ヘリ等の外部からの
情報提供が有効である。

・
・
・

被害状況を問われても電話も通
じないという中でなかなか情報
収集ができない。

・
・
・

市町は防災行政無線
（VSAT）による映像等の収
集・活用に努める。

災害対策
本部等体
制

a
 
初
動
体
制

問題点 ・ 課題

連絡・被
害状況把
握体制

具体的事項 今後とるべき対策や方向
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◎ 能登半島地震を踏まえて今後推進すべき施策の大綱

分　野 項　目 区　分 摘　要   （石川県地域
防災計画：震災対策編）

①初動対応 a 初動体制 初動体制計画の再点検
・

関係市町、団体との緊急連絡体制の強化と充実
・

関係市町、団体との情報共有体制の強化、現地対策本部の機動的な運用
・

防災関係機関の災害対策本部員会議への参加
・

災害規模に応じた災害対策本部体制の強化
・

停電・夜間時における緊急連絡体制の確保及び設備（自家発電等）の整備・点検
・

マスメディアに対する的確な情報提供体制の確立
・

　　（危機管理監室、全部局、市町、防災関係機関） 第２章-第６節、第７節

第３章-第１節

被害状況把握体制の確立
・

市町防災行政無線（VSAT）の活用
・

　　（危機管理監室、関係各部局、市町、防災関係機関） 第２章-第６節、第７節

第３章-第１節、第３節

第３章-第５節

災害対策本部等
体制

諸団体の応援救護活動の状況把握に手間取ったことから、関係市町、団体との緊急連絡
体制を強化充実する。

関係市町、団体、災害対策本部との各種情報の相互連絡体制に支障を来したケースも見
られたことから、情報共有体制の強化とともに、現地対策本部の機動的な運用を図る。

初動対応に防災関係機関の情報共有が必要なことから、防災関係機関の参加を積極的に
求め初動対応に必要な連携強化を図る。

災害対策本部機能の円滑な運営を図るため、災害対策本部運営支援班の設置や本部事務
局要員の増強などにより、災害規模に応じ災害対策本部機能の強化を図る。

連絡・被害状況把
握体制 情報の入りにくい発災直後では、通行規制措置などに時間を要した面もあったことか

ら、初動期の被害状況の把握に関する連絡体制の強化を図る。

被災市町が迅速に災害情報を収集することが困難であったことから、ヘリ映像等の外部
からの被災情報を入手する重要な手段である市町防災行政無線（VSAT）の活用を図る。

講ずべき施策

消防機関の応援要請については、迅速な対応が可能な県内の広域応援隊に要請するとと
もに、手遅れとならないよう早目に全国的な応援要請に心掛けるよう初動体制計画を再
点検する。

停電に伴う通信不能により初動対応に支障を生じるおそれがあったことから、緊急連絡
体制を強化すべく通信機器の自家発電設備を整備する。

被災状況等の取材殺到により、災害応急対応に支障を来した面もあったことから、マス
メディアに対する的確な情報提供体制を確立する。

　地震発生直後に、国や市
町、防災関係機関等との連
絡、被害情報の収集・伝達
等など迅速、的確な応急対
策を図るには、初動体制の
確立が重要である。

Ⅱ　分野別推進施策
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分　野 項　目

① 初動対応 b 災害情報の収集･伝達

◆問題点と課題

項目 区 分

①
・
・

正確な被害の把握のための市町
の情報収集体制の早期確立が必
要

・
・
・
・

市町の情報収集体制の再点
検を行い、正確かつ迅速な
被害把握体制の早期確立に
努める。

②
・
被災により通信連絡が取れなく
なった地域の被害状況把握等

・
・
・

孤立化が懸念される地区に
災害に強い通信機器を予め
確保しておく。

③
・
・
・

消防、役場間の専用回線がない
ため、各所属からの情報が取り
にくい、つかみにくいという状
況であった。

・
・
・

奥能登広域圏では、消防署の方
から職員を派遣して情報収集に
当たった。

・
・
・
・

無線、専用線の確保により
消防、役場間等の災害時に
おける情報収集体制の確保
を図る。

情報共有
④
・
各市町の災害対策本部との被害
情報の共有に混乱が生じた。

・
・
情報確認時における応答する者
によって被害情報が異なる。

・
・
災害時における情報共有体
制の充実強化を図る。

その他
⑤
・
市町の本所と支所の連携が不足
していた。

・
・
門前地区、富来地区で連携不足
が生じた。

・
・
訓練等により連携の強化に
努める。

b
 
災
害
情
報
の
収
集
・
伝
達

情報収集

問題点 ・ 課題 具体的事項 今後とるべき対策や方向

◆適切に対応できた点

項目 区 分

①
・
地域コミュニティによる情報拠
点の設置

・
・
町内会が設置した仮設テントが
情報拠点として役立った。

・
・
地域の援助体制の強化に努
める。

②
・
・

県災害対策本部を公開し、被
災・復旧状況を迅速かつ分かり
やすく提供した。

・
・
定期的な災害対策本部員会議の
開催

・
・
・

災害対策本部を公開するな
ど迅速・正確な情報発信に
努める。

③
・
・

震度情報ネットワークシステム
により、県下の震度情報が入手
できた。

・
・
・

揺れが大きかった地区が特定で
き、迅速な対応が可能となっ
た。

・
・
震度情報ネットワークシス
テムの更新を図る。

④
・
防災行政無線の利用が有効で
あった。

・
・
市町とは、防災行政無線で連絡
がとれた。

・
・
防災行政無線のデジタル化
に努める。

具体的事項 今後とるべき対策や方向適切に対応できた点

情報収集

･
伝
達

b
 
災
害
情
報
の
収
集

情報発信
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◎ 能登半島地震を踏まえて今後推進すべき施策の大綱

分　野 項　目 区　分 摘　要   （石川県地域
防災計画：震災対策編）

①初動対応 b 災害情報の収集･伝達 情報収集 孤立化が懸念される地区に災害に強い通信機器の確保
・

地区・町会ごとの情報収集体制の点検、整備
・

　　（危機管理監室、関係各部局、市町、防災関係機関　） 第２章-第７節

情報共有 被害情報の把握・連絡体制の強化
・

被災市町における本庁と被災地区との情報連絡体制の強化
・

　　（危機管理監室、関係各部局、市町、防災関係機関　） 第３章-第３節

情報発信 地区・町会ごとの情報提供体制の点検、整備

　　（危機管理監室、市町、防災関係機関） 第２章-第７節

講ずべき施策

避難所での情報収集だけでなく、地区・町会ごとの情報収集体制を点検し、必要な整備
を図る。

・
・
・
・

孤立化が懸念される山間地集落等があったことから、当該地区には災害に強い通信機器
を確保する。

初動対応には、被害情報の収集と伝達・共有が重要であることから、正確かつ迅速な被
害情報把握と連絡体制を強化する。

被災市町における本庁と被災地区間の連携不足により、情報連絡に支障を来したケース
が見られたことから、その体制強化を図る。

避難所での情報提供だけでなく、地区・町会ごとの情報提供体制を点検し、必要な整備
を図る。
在宅被災者に対する情報提供も重要であることから、避難所以外における情報提供体制
を確保する。

　県、市町及び防災関係機
関は、適切な応急対策を実
施し、被害を最小限に抑え
るため、相互に緊密な連携
のもとに迅速かつ的確に被
害情報の収集・伝達を行う
ことが重要である。
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分　野 項　目

① 初動対応 c 通信手段の確保

◆適切に対応できた点

項目 区 分

有線放送
電話

①
・
・

電気の復旧に併せて、有線放送
電話での情報収集が有効となっ
た。

・
・
門前地区の有線放送電話が活用
された。

・
・
・

同報無線戸別受信機などの
災害に強い通信手段の整備
促進に努める。

通信手段
の確保

②
・
・
・

「119」回線が幸いにしてすべ
て無事だったため、発災当日70
件余りの救急要請にすべて対応
ができた。

・
・
。

消防の回線は「119」回線と携
帯系を含めて34回線確保してい
る。

・
・
災害時の119番回線の確保
に努める。

適切に対応できた点 具体的事項 今後とるべき対策や方向

の
確
保

c
 
通
信
手
段

◆問題点と課題

項目 区 分

電話
①
・
電話の利用が制限され、情報伝
達が困難な事態に至った。

・区長等からの情報が得にくい。
・
・
・

区や町ごとの災害に強い通
信手段の整備促進に努め
る。

防災行政
無線

②
・
一部の地域で防災行政無線が利
用できない事態が生じた。

・
・
・
・

一部の市で広報が不能（約10
分）となった。
無停電設備の無い地域があっ
た。

・
・
・
・

防災行政無線の整備・充実
に努める。
無停電装置・自家発電装置
の整備に努める。

③
・
電話回線が輻輳し、最終的には
消防無線で連絡した。

・
・
消防においても特に門前地区と
の連絡が困難であった。

・
・
災害に強い通信手段の整備
促進に努める。

④
・
・
・

発災直後の電話が輻輳し、災害
時の優先電話がないような団体
では初動連絡が充分に行えな
かった。

・
・
災害時優先電話の対応に努
める。

⑤
・
・

電話交換機が転倒するなど、設
備・備品等に地震対策がなされ
ていなかった。

・
・
防災拠点における災害対応
能力の強化に努める。

⑥
・
・

一部地域の不通と輻輳による通
話制限により、初動連絡が行え
なかった。

・
・
被災地からの発信は規制しない
でほしい。

・
・
・

規制を受ける電話の代替手
段の確保に努める。
（衛星電話等）

通信手段
の確保

c
 
通
信
手
段
の
確
保

問題点 ・ 課題 具体的事項 今後とるべき対策や方向
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◎ 能登半島地震を踏まえて今後推進すべき施策の大綱

分　野 項　目 区　分 摘　要   （石川県地域
防災計画：震災対策編）

①初動対応 c 通信手段の確保 電話 衛星携帯電話の活用など通信手段の多重化
・

災害時の優先電話の確保
・

　　（危機管理監室、関係各部局、市町、防災関係機関） 第２章-第７節

第３章-第４節

防災行政無線 防災行政無線の整備・充実
・

　　（危機管理監室、市町） 第２章-第７節

第３章-第４節

通信手段の確保 停電・夜間時における体制確保・点検
・

既存防災拠点施設の耐震化
・

地震発生時に備えた通信手段の確保及び連絡・通信マニュアルの作成
・

有線放送電話や同報系無線戸別受信機などの災害に強い通信手段の整備促進
・

119番通信回線の確保
・

　　（危機管理監室、関係各部局、市町、消防本部、防災関係機関） 第２章-第６節、第７節

第２章-第１８節

第３章-第３節、第４節

第３章-第７節

災害時の電話の利用制限を回避するため、防災関係機関・団体の優先電話を確保する。

119番回線は支障なく救急要請に対応ができたことから、今後も回線確保体制の拡充に努
める。

既存防災拠点の設備（電話交換機）が転倒するなど地震対策がなされていなかったこと
から、設備を含めた防災拠点施設の耐震化を促進する。

講ずべき施策

防災行政無線等の未整備地区もみられることから、デジタル化対応を含め、整備・充実
に努める。

一部の地域で防災行政無線の使用ができないケースが見られたことから、停電・夜間時
における体制確保・点検を行う。

電話は災害時に規制を受けることを前提として代替通信手段を確保するとともに通信活
用マニュアルの作成に努める。

電気の復旧に併せて、有線放送電話での情報収集が有効であったことから、今後は、地
域の実情に応じて有線放送電話や同報系無線戸別受信機など災害に強い通信手段の整備
を促進する。

電話の利用が制限され、情報伝達が困難な面もあったことから、衛星携帯電話の活用な
ど通信手段の多重化を図る。

　災害時には、電話の輻輳
により連絡がつかないと
いった事態が生じないよう
災害時優先電話の活用はも
とより、その他の通信手段
の確保が重要である。
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分　野

a 医療救護活動

項　目

② 医療救護活動

◆問題点と課題

項目 区 分

連絡体制
①
・
情報共有や連絡手段の問題で混
乱があった。

・
・
・
・

被害に関する情報が少なく、医
療機関からの問い合わせや現地
の医療機関への要請等の対応に
非常に苦慮した。

・
・
・
・

災害時における医療関係者
への迅速で正確な被災状況
の提供・共有体制の強化に
努める。

②
・
電話の通信制御が行われ、迅速
な情報の収集が困難であった。

・
・
情報共有や連絡手段の問題で多
少混乱があった。

・
・
優先電話など災害時におけ
通信手段の確保に努める。

③
・
災害発生直後におけるスムーズ
な救急医療体制の構築が必要

・
・
・
・

発災直後、自主的に現地入りし
た専門職団体の把握が不十分で
コーディネートするのが難し
かった。

④
・
救護本部のミーティングが、発
災直後は混乱した。

⑤
・
・

県内外からの医療機関等の応援
に対し、現地の調整機能・体制
が十分でなかった。

⑥
・
・

医師会チームをはじめとする巡
回チームの取りまとめが一番の
問題であった。

・
・
・

少なくとも１週間は現地で取り
まとめをする医師を、責任を
持った長として働かせたい。

⑦
・
記録様式が長期医療に対応した
内容となっていなかった。

・
・
・
・

災害時の医療保健活動マニュア
ルにある様式は、一人の患者を
長く診る形式にはなっていな
かった。

・
・
医療保健活動マニュアルの
見直しに努める。

被害状況
把握・情
報共有a

 
医
療
救
護
活
動

活動・応
援体制

問題点 ・ 課題 具体的事項

応援の受け入れに対するシステ
ムに問題があった。
地震発生直後、受け入れ体制の
不備から、県内外から医療支援
チームが引き返す事態が生じ
た。
被災地の人口密度、直後の避難
者の状況等把握できれば、それ
に見合った応援を依頼できた。

・
・
・
・
・
・
・
・
・

今後とるべき対策や方向

専門的な現地リーダーの速
やかな確保と平素からの研
修の実施に努める。

救護本部が情報共有調整機
能を果たせるように体制整
備を図る。

医療救護活動における現地
調整機能の充実強化に努め
る。

県医師会と県との連携強化
に努める。

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

◆適切に対応できた点

項目 区 分

連絡体制
①
・
県医師会から県に対して、協力
申し入れが実施された。

・
・
・

県医師会で地震発生当日に災害
対策本部を立ち上げた。県に対
し全面的な協力を申し入れた。

・
・
・

関係機関の役割分担を明確
化し、現地調整機能の強化
に努める。

②
・
県医師会が現地での調整等で機
能した。

・被災地からの要請

③
・
医療救護チームや健康管理チー
ムの活動が円滑に行われた。

・
・
・

地元医療を担っている医師等を
中心とした、派遣医療チーム等
とのミーティングの実施

④
・
・

地元の保健師が、要援護者や地
元住民の健康問題を非常によく
把握していた。

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

健康管理チームと医療救護チー
ムとの連携による、避難所にお
ける二次災害防止

震災パンフレット等の電子媒体
を地域用にアレンジして活用で
きた。

人工透析患者の搬送が円滑にで
きた。

⑤
・
・

医療救護チームや健康管理チー
ム等の活動により、被害の拡大
を防止できた。

・
・
・
・
・
・

避難所での二次災害防止のため
の専門スタッフの投入

現地保健師等のマンパワー不足
に対し、県の保健師等の常駐支
援が有効であった。

適切に対応できた点 具体的事項 今後とるべき対策や方向

a
 
医
療
救
護
活
動

派遣医療機関との更なる連
絡体制強化に努める。

多数の傷病者が出た場合や
積雪時の場合などの対処方
法について広域的な応援体
制を含めて、関係機関の連
携体制の確立に努める。

平素から保健師による要援
護者などの地域住民の健康
把握に努める。

健康管理チームと医療救護
チームとの連携による避難
所における二次災害防止に
努める。

活動・応
援体制

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
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◎ 能登半島地震を踏まえて今後推進すべき施策の大綱

分　野 項　目 区　分 摘　要   （石川県地域
防災計画：震災対策編）

a 医療救護活動 連絡体制 関係機関の役割分担の明確化、現地調整機能の強化
・

　　（健康福祉部、危機管理監室、市町、日本赤十字社、医師会、防災関係機関） 第２章-第１３節

第３章-第１０節

災害時優先電話など通信手段の確保・整備による迅速で正確な

被害状況の把握と共有体制の確立
・

救護本部の立ち上げ及び運営に関する訓練等
・

　　（健康福祉部、危機管理監室、市町、日本赤十字社、医師会、防災関係機関） 第２章-第５節、第１３節

第３章-第１０節

活動・応援体制 派遣医療機関との更なる連絡体制と現地における応援調整機能の強化

保健師の派遣などの体制確立
・

福祉・介護関係者との連携による救護体制の整備
・

　　（健康福祉部、市町、日本赤十字社、医師会、防災関係機関） 第２章-第５節、第１３節

第３章-第１０節

電話の通信制御により迅速な情報収集に支障を来した面があったことから、災害時優先
電話などにより、迅速で正確な被害状況の把握や情報共有体制を確立する。

被災地の救護本部において、応援の受け入れ等が初期段階において円滑に行われなかっ
たケースも見られたことから、発災直後の救護本部の立ち上げ及びミーティングを含め
た運営に関する訓練等を実施する。

・
・
・

地元住民の健康問題を平素から把握していたことにより、円滑な医療救護活動ができた
ことから、地元事情に明るい民生委員、介護支援専門員等が連携できる体制整備に努め
る。

県内外からの医療機関等の応援に対し、現地の調整がスムーズにいかなかった面が見ら
れたことから、DMATや派遣医療機関との更なる連絡体制と応援調整機能を強化する。
大規模災害時等における医療関係機関の広域的な応援体制の整備を図る。

健康管理チームと医療救護チームとの連携により、避難所における二次災害の防止が図
られたことから、更なる体制整備を図る。

被害状況把握・
情報共有

講ずべき施策

医療救護に関する情報共有や連絡手段で一部混乱を生じた面があったことから、関係機
関の役割分担の明確化、医療救護活動に係る現地調整機能の強化や関係者のミーティン
グなど情報の共有化を図る。

② 医療救護活
動

　災害時には、多くの負傷
者の発生が予想されること
から、県及び市町は医療機
関等と緊密な連携を図り被
災者の救護に万全を期すた
め、医療救護体制の整備に
努めることが重要である。
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② 医療救護活動 b 心のケア活動

分　野 項　目

◆問題点と課題

項目 区 分

職員の健康管理に対する時間が
設けられなかった。

b
 
心
の
ケ
ア
活
動

その他
②
・

・
・
実務に追われ職員の健康管理に
目が届かなかった。

問題点 ・ 課題

活動・応援
体制

①
・
・

具体的事項 今後とるべき対策や方向

県内外からの応援派遣申し出の
受入に想定外の時間と労力が費
やされた。

関係機関や団体等からの応援活
動を想定しておらず、県内外か
ら数多く寄せられた派遣の申し
出への対応と調整に戸惑いが
あった。

・
・

・
・
関係機関や団体等との協力
体制について、連絡調整体
制や指揮命令系統のあり方
などについて検討する。

・
・
・

職員の心のケアや健康管理
対策、ミーティングの実施
に努める。

◆適切に対応できた点

項目 区 分

①
・
避難所・仮設住宅での心身両面
にわたるケアが実施された。

②
・
心のケアチームの活動が円滑に
行われた。

③
・
子どもの心のケアチームの活動
が円滑に行われた。

・
・
・
・

県外から児童精神科医をチーフ
とする支援チームの派遣を要請
保育所等への巡回指導を積極的
に実施

④精神科医、臨床心理士、精神保
健福祉士等による専門家チーム
を避難所等に派遣した。

・県内の関係機関や団体、地元医
療機関に加え、県外からも多く
の協力を得て、専門家を確保
し、現地に派遣

⑤児童精神科医をチーフとする専
門家チームを保育所等に派遣し
た。

・全国児童青年精神科医療施設協
議会の協力を得て、県外からの
専門家を確保し、現地に派遣

⑥
・
児童相談所で、速やかに２４時
間電話相談体制を整備した。

・子どもの心のケア相談
・
・
災害時における子どもの心
のケアの推進に努める。

医療機関をはじめとした関
係機関や団体等との協力・
連携体制の充実強化を図
る。

特に子どもの心のケアに関
し、県外専門機関等との連
携体制のあり方について検
討する。

・
・
・
・
・
・
・
・

こころの健康センターと高松病
院が現地活動のコーディネート
を実施
医療チーム及び健康管理チーム
と連携し、要支援者への対応を
的確に実施
厚生労働省からの専門家の派遣
や助言が有効であった。

活動内容

b
 
心
の
ケ
ア
活
動

・

・

・

現地コーディネート機能の
充実強化を図る。

医療チーム及び健康管理
チームとの連携体制の強化
に努める。

災害時等における心のケア
について、関係者等に対す
る研修の充実を図る。

活動・応
援体制

・

・

今後とるべき対策や方向具体的事項適切に対応できた点
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◎ 能登半島地震を踏まえて今後推進すべき施策の大綱

分　野 項　目 区　分 摘　要   （石川県地域
防災計画：震災対策編）

b 心のケア活動 活動内容 現地でのコーディネート機能及び連携体制の充実強化
・

災害時の心のケアに関する関係者の理解促進
・

　　（健康福祉部、市町、日本赤十字社、医師会、精神科病院協会、精神保健福祉士会等） 第２章-第５節、第１３節

第３章-第２８節

活動・応援体制 専門家チームの派遣体制の充実強化
・

　　（健康福祉部、市町、日本赤十字社、医師会、精神科病院協会、精神保健福祉士会等） 第２章-第５節、第１３節

第３章-第２８節

現地の状況に応じた活動を行うためには、実務担当者や関係スタッフの役割が重要であ
ることから、災害時等における心のケアに関する研修の充実を図る。

避難所、仮設住宅での心身両面のケアの実施が効果的であったことから、現地でのコー
ディネート機能の強化を図るとともに、心のケアチームと医療救護活動チーム、健康管
理チームが連携した支援体制の充実を図る。

県内外からの応援の申し出に戸惑うことなく、円滑に専門家による支援チームの派遣体
制が確立できるよう、県外関係機関等を含めた協力・連携体制を構築する。

② 医療救護活
動

講ずべき施策

　被災者にとって被災後の
不安は大きく、心のケア対
策は、被害の大小にかかわ
らず重要である。
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分　野

a 災害時要援護者の安全確保

項　目

③ 避難対策

◆問題点と課題

項目 区 分

①
・
市町の災害時要援護者の避難計
画が未作成であった。

・
・
・
・
・
・

地域みまもりマップの更新がな
されていないというところも
あった。

要援護者台帳が未更新・未作成
であった。

・
・
・
・
・
・
・

避難支援計画の作成の促進
に努める。

防災マップ（地震・津波・
洪水・土砂災害）のコミュ
ニティ単位での作成に努め
る。

②
・
・

住むことを前提としない体育館
には、対応しきれない問題があ
る。

・
・
長期避難の場合、体育館では生
活面で限界がある。

・
・
・
・
・

一時集合的な避難場所と、
少しでもいい条件で生活で
きるような生活避難場所を
分けて考えなければいけな
い。

避難所の
施設環境

③
・
・

災害時要援護者向けの仮設トイ
レなど、生活設備・物資が不足
した。

・
・
高齢者向け洋式トイレの設置が
必要

・
・
・
・

洋式仮設トイレ設置など、
被災者の年齢などを考慮し
たきめ細かい対応に努め
る。

避難計画

a
 
災
害
時
要
援
護
者
の
安
全
確
保

問題点 ・ 課題 具体的事項 今後とるべき対策や方向

◆適切に対応できた点

項目 区 分

①
・
・
・

輪島市門前地区や穴水町等で、
地域みまもり（要援護者）マッ
プの活用により安否の早期確認
ができた。

・
・
・
・
・

地域コミュニティによる「共
助」機能が発揮された。

旧門前町の民生委員やみまもり
推進員による迅速な安否確認

・
・
・
・
・
・

自助・共助の取組み強化を
図る。

地域みまもりマップ等を活
用した要援護者対策の推進
に努める。

②
・
・

発災後、指定された福祉避難所
に受け入れてもらうことが出来
た。

・
・
高齢者が多いので、一般の避難
所では対応が困難

・
・
・

福祉避難所の事前指定や、
被災状況に応じて地区ごと
の指定に努める。

③
・
退職された方の応援が力となっ
た。

・
・
・

継続して生活の援助者となるに
は顔見知りになって対応しても
らう。

・
・
・
・

福祉避難所の職員の確保

退職した職員の活用に努め
る。

避難計画

a
 
災
害
時
要
援
護
者
の
安
全
確
保

今後とるべき対策や方向適切に対応できた点 具体的事項
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◎ 能登半島地震を踏まえて今後推進すべき施策の大綱

分　野 項　目 区　分 摘　要   （石川県地域
防災計画：震災対策編）

③ 避難対策 避難計画 生活圏ごとの福祉避難所の受入れ体制の整備
・

避難支援計画の作成
・

地震防災マップ等の策定
・

災害時要援護者みまもりマップ（仮称）の作成
・

専門分野の退職者の活用
・

学校等における地震防災マニュアルの作成
・

・

　　（健康福祉部、危機管理監室、総務部、教育委員会、市町、防災関係機関） 第２章-第１５節

第３章-第２５節

避難所の施設環境 要援護者に対する備蓄物資（洋式トイレ等）の整備
・

災害時要援護者に配慮した避難所運営マニュアルの策定
・

　　（県民文化局、健康福祉部、危機管理監室、市町） 第２章-第１１節、第１４節

一部地域においてみまもりマップが有効に機能したことから、災害時要援護者みまもり
マップ（仮称）を作成するよう努める。

市町での災害時要援護者の避難計画が未作成であったことから、市町レベルでの避難支
援の対象者の範囲、要援護者情報の収集・共有の方法、避難支援体制など災害時要援護
者対策の取り組み方針を明らかにした避難支援プランの全体計画を早期に作成する。

災害時要援護者向けの洋式仮設トイレなどの外部調達が必要であったことから、避難所
生活に必要な物資が適時・適切に配備されるよう、要援護者に対する備蓄物資を拡充す
る。

市町における避難所運営マニュアルが未作成であったことから、避難所における円滑な
救援活動を実施するため、災害時要援護者に配慮した避難所運営マニュアルを早期に策
定する。

学校が避難所となった場合に、市町など防災関係機関と十分に連携を取り、円滑な支援
が図られるよう体制整備に努める。

園児、児童及び生徒の安全確保を図るため、各学校において地震防災マニュアルを作成
し、平素及び発災時の対応強化に努める。

地元事情に明るい医療救護・福祉関係の専門家の確保が、被害者救済に有効であること
から、必要に応じて各専門分野の地元退職者の活用を図る。

高齢者や障害者は一般の避難所では健康の維持・確保が困難な要素が多いことから、地
区ごとの福祉避難所の指定など受入・支援体制の整備を推進する。

市町での地震防災マップ（ハザードマップ）の作成が進んでいないことから、災害時要
援護者の円滑な避難に資するためにも、防災意識の普及啓発及び災害時の必携書とし
て、コミュニティ単位での防災・避難マップ（地震・津波・洪水・土砂災害）の作成を
促進する。

講ずべき施策

a 災害時要援護者の安全
確保

　災害から高齢者、障害
者、乳幼児、妊産婦等の要
援護者を守るためには、自
主防災組織等の協力を得な
がら、迅速な安全確保を図
ることが重要である。
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分　野

③ 避難対策 b 避難所対策

項　目

◆適切に対応できた点

項目 区 分

①
・
・

避難期間の長期化に伴い公営・
民間宿泊施設を避難所として利
用した。

・
・
・

ビューサンセット、能登つるぎ
ぢ荘、キャッスル真名井などの
宿泊施設の活用

・
・
・

公営・民間宿泊施設を避難
所として事前指定に努め
る。

②
・
・

発災後指定された福祉避難所に
受け入れてもらうことができ
た。（再掲）

・
・
３カ所　（百寿苑、朱鷺の苑、
グループホーム聖頌園）

・
・
福祉避難所の事前指定に努
める。（再掲）

③
・
・
・

被災児童の一時保護のため、速
やかに児童相談所の２４時間受
入体制を整え、被災市町に連絡
した。

・
・
被災者ニーズに即した相談
体制の確保に努める。

防疫
④
・
感染性胃腸炎など感染症の拡大
が抑えられた。

・
・
・

医療・健康管理チーム等による
手洗いの指導や施設の消毒の徹
底

・
・
医師と保健師等が連携し感
染症対策に万全を期す。

⑤
・
食事において、共助体制がとら
れた避難所があった。

・
・
・

諸岡公民館では、自分たちで食
材を持ち寄って食事を作るなど
共助体制がとられていた。

・
・
・

調理を被災者が協力して行
うなど、今後とも共助体制
の充実に取り組む。

⑥
・
区長が中心となって避難所が自
主的に運営された。

・
・
・

正式な避難所自治組織はなかっ
たが、区長が中心となって住民
へのケアが行われた。

・
・
共助による避難所運営に努
める。

⑦
・
健康管理チームの活動は有効で
あった。

・
・
避難所での二次災害防止の取組
み。

・
・
健康管理チームの積極的な
活用を図る。

⑧
・
・

児童相談所に通所している子ど
もの安否確認を行ったことによ
り安心感を与えた。

・
・
親に対しても心のケアを行うこ
とができた。

避難所の
選定

今後とるべき対策や方向適切に対応できた点 具体的事項

避難所の運
営

b
 
避
難
所
対
策

◆問題点と課題

項目 区 分

①
・
避難所の規模（収容量）のバラ
ンス等に問題があった。

・
・
・
・

高齢者にとって、小学校の体育
館は避難所として不都合なとこ
ろがあり、大規模な体育館に集
めすぎることに問題があった。

・
・
・
・
・
・

極力手をかけずにいいサー
ビスができる避難所を事前
に指定しておく。
被災者の健康管理等の観点
から、指定避難所の再点検
に努める。

②
・
・

公営・民間宿泊施設を避難所と
して事前に指定すべきでなかっ
たか。

・
・
・

指定避難所の再点検に努め
る。(公営民間宿泊施設の
事前指定について検討)

③
・
生活不活発病等の発症が懸念さ
れるので予防対策が必要。

・
・
避難所では寝ていることが多く
なった。

・
・
・
・

寝ている人を座らせたり、
座っている人を立たせて散
歩させるというような取り
組みに努める。

④
・
プライバシーの配慮や、食事に
問題があった。

・
・
・
・
・
・
・

着替えの場所やポータブルトイ
レの利用場所がなかった。
温かい食事が求められた。
昼間の避難所の人数と昼食のミ
スマッチ
自宅避難者に食事が届かなかっ
た。

・
・
・

避難所運営マニュアルの早
期策定及び周知徹底を図
る。

⑤
・
・
・
・
・

多くの行政職員の手が取られす
ぎるとともに、配置された保健
師にも本来業務以外の負担が多
かった。
（避難所運営のマンパワー不
足）

・
・
避難所対応に、多くの行政職員
の手がとられた。

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

避難所が被災者や地域住民
により自主的に運営される
よう、共助意識の醸成を図
るとともに、ボランティア
の有効活用にも努める。
避難所の中で公的に提供す
るサービスの基準を示すよ
う努める。
自主運営の精神を取り入れ
た地域の防災訓練の実施や
リーダーの養成に努める。

⑥
・
一時帰宅者の把握体制に不備が
見られた。

・
・
一時帰宅者の把握が困難であっ
た。

・
・
・

避難者との意思疎通を図る
など、避難所運営の改善に
努める。

⑦
・
洋式トイレの整備(仮設及び備
蓄)が必要

・
・
高齢者向け洋式トイレの設置が
必要

・
・
・

要援護者に対する備蓄物資
の整備及び調達先の確保に
努める。

⑧
・
地域によって上水道が使える所
と使えない所があった。

・
・
・

輪島では水が使えたが、門前で
は断水した。輪島の宿泊施設の
利用もあったのではないか。

・
・
・
・
・
・
・

避難所生活が長期化しない
よう、上水の早期復旧に努
める。
被害のない地区に避難させ
ることも、被災住民の希望
があれば考える必要があ
る。

⑨
・
避難所の既設トイレが使用でき
なかった所があった。

・
・
・

上水が使用できても下水が流れ
なくてトイレが使えない状態で
あった。

・
・
避難所施設が有する合併浄
化槽の活用を検討する。

避難所の
運営

具体的事項 今後とるべき対策や方向

避難所の
選定

b
 
避
難
所
対
策

問題点 ・ 課題

避難所の
施設環境
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◎ 能登半島地震を踏まえて今後推進すべき施策の大綱

分　野 項　目 区　分 摘　要   （石川県地域
防災計画：震災対策編）

③ 避難対策 b 避難所対策 避難所の選定 避難所の位置、規模（収容量）・設備内容のバランス等の調整検討
・

避難が長期化した場合の避難所の検討
・

　　（教育委員会、健康福祉部、危機管理監室、市町、防災関係機関） 第２章-第１１節

第３章-第１８節

避難所の運営 避難所運営マニュアルの策定
・

避難所運営（避難者の体調管理、避難者に配慮した対応等）の改善検討
・

自助・共助意識の普及啓発
・

自主防災組織による避難所運営
・

　　（健康福祉部、危機管理監室、関係部局、市町） 第２章-第３節、第１１節

第３章-第１８節

防疫 防疫指導（避難所の衛生管理・消毒、感染症対策等）の強化
・

　　（健康福祉部、市町） 第３章-第２４節

避難所の施設環境 要援護者に対する備蓄物資（避難所内洋式トイレ等）の整備
・

予備タンクとしての合併浄化槽の再利用
・

　　（県民文化局、健康福祉部、危機管理監室、環境部、市町） 第２章-第１４節

第３章-第２７節

避難所内において、感染性胃腸炎などの感染症の拡大を抑えることが重要であったこと
から、今後も、避難所の衛生管理・消毒、感染症対策指導の強化を図る。

適正な避難所の確保が重要であることから、小学校の体育館などを活用している避難所
の規模・収容量・設備内容について、地域バランスを含め、再点検を行う。

避難が長期化した場合に備えて、被災者の健康管理等の観点から、公営民間宿泊施設の
活用の可能性も含め指定の再検討を図る。

避難所での円滑な救護活動運営を図ることや自宅に留まっている被災者への適切な対応
を図ることを盛り込んだ、避難所運営マニュアルを早期に策定する。

講ずべき施策

避難所内において、特に、高齢者向けに洋式トイレが不足していたことから、備蓄の強
化を図る。

下水道の被災により、避難所内のトイレが使えない状況が生じたことから、非常時の予
備として合併浄化槽の一時的な再利用などを検討する。

生活不活発病等の発症予防対策が重要であったことから、要援護者の体調等に合わせた
避難所内運営の更なる改善検討を図る。

避難所内で行政職員の手が取られすぎていたことから、避難所が被災者や地域住民によ
り自主的に運営されるよう、共助意識の醸成を図るとともに、ボランティアを有効に活
用する。

災害時に避難所の自主運営を行えるよう、自主防災組織に対する指導を強化する。

　災害時には、避難所の迅
速な開設と適正な環境維持
と運営が重要である。
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項　目分　野

④ 被災者支援 a 給水活動 b 食料供給 c 生活必需品の供給

◆問題点と課題

項目 区 分

水
活
動

a
 
給

供給体制
①
・
一部給水要請情報が輻輳し、混
乱した。

・
・
被災市町からの重複した派遣要
請があった。

・
・
給水要請窓口の一元化を図
る。

料
供
給

b
 
食

供給体制
①
・
・

避難所生活の長期化に対応した
副食の配給体制を検討する必要
がある。

・自衛隊による副食対応
・
・
・

効率的な食事確保の為、民
間給食業者や避難者の共助
による食事調達に努める。

備蓄物資 ①備蓄物資の不足があった。
・
・
・

備蓄物資(洋式便座、ブルー
シート、粉ミルク)が不足して
いた。

・
・
・
・
・

災害時要援護者に配慮した
物資などの備蓄に努める。

備蓄物資の質的、量的充実
に努める。

②
・
救援物資の地元窓口の一元化に
問題があった。

③
・
救援物資配送後、現地配布まで
に時間を要した。

c
 
生
活
必
需
品
の
供
給

具体的事項

一部市町で窓口の一元化の不備
により、在庫管理が煩雑であっ
た。

一部市町で救援物資の配送先や
必要数の確認に混乱が生じた。

被災地に直接届いた物資の整理
に時間と労力を要した。

・
・
・
・
・
・
・
・
・

今後とるべき対策や方向

救援物資

問題点 ・ 課題

調達窓口の一元化に努め
る。

配送先、数量の正確な確認
に努める。

・
・
・
・
・

◆適切に対応できた点

項目 区 分

①
・
避難所における飲料水・食事等
の早期手配ができた。

・
・
給水活動のための事前の体
制整備に努める。

②
・
給水車の派遣、給水復旧は概ね
順調に実施された。

・
・
関係機関への連絡体制の強
化に努める。

供
給

b
 
食
料

供給体制
①
・
公営・民間宿泊施設の活用が有
効であった。

・
・
食事のメニューを統一して公平
化を図った。

・
・
災害時における宿泊施設等
の活用に努める。

備蓄物資
①
・
県の備蓄物資を市町にスムーズ
に提供できた。

・
・
市町の要請により県の備蓄物資
を提供した。

・
・
・
・

備蓄物資の充実に努める。

円滑な配送体制の確保に努
める。

②
・
・

需給調整窓口を一元化すること
により救援物資のスムーズな調
達、配送が行われた。

・
・
救援物資のリスト化により、必
要な物資の選択ができた。

・
・
・

調達窓口の一元化を図り、
救援物資のスムーズな配達
に努める。

③
・
民間事業者の協力により救援物
資が調達できた。

・
・
避難所での食料、医薬品、日用
品など事業者からの調達

・
・
民間事業者との協定締結促
進に努める。

今後とるべき対策や方向具体的事項

自衛隊や県内外の自治体からの
迅速な給水車の派遣
・
・

適切に対応できた点

需
品
の
供
給

c
 
生
活
必 救援物資

活
動

a
 
給
水

供給体制
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◎ 能登半島地震を踏まえて今後推進すべき施策の大綱

分　野 項　目 区　分 摘　要   （石川県地域
防災計画：震災対策編）

④ 被災者支援 a 給水活動 供給体制 給水要請時の連絡体制の強化
・

　　（環境部、企業局、市町） 第２章-第１４節

第３章-第１９節

b 食料供給 供給体制 民間給食業者や避難者の共助による食事調達
・

　　（農林水産部、市町） 第２章-第１４節

第３章-第２０節

c 生活必需品の供給 備蓄物資 備蓄品目及び数量の充実
・

災害時要援護者に配慮した備蓄の整備（粉ミルク、おかゆなど）
・

　　（県民文化局、健康福祉部、農林水産部、危機管理監室、市町、防災関係機関） 第２章-第１４節

第３章-第２０節

救援物資 救援物資の仲介方式の推進
・

災害時における物資供給協定締結の促進
・

　　（県民文化局、健康福祉部、農林水産部、危機管理監室、市町、防災関係機関） 第２章-第１４節

第３章-第２１節

民間事業者からの物資調達や協力が大きなウエイトを占めたことから、大規模災害時に
おける物資の調達に支障を来さないよう民間事業者との協定締結を促進する。

避難所生活の長期化に伴って副食の配給充実が必要となったことから、副食の配給につ
いては、民間給食業者や避難者の共助による食事調達方法を検討する。

被災直後は毛布などの備蓄物資に不足が生じたことから、流通備蓄の活用を含め、住
民、市町、県の役割分担に即し、備蓄品目および数量を充実する。

粉ミルクやおかゆ等、要援護者の多様な年齢層に応じた備蓄物資を準備する必要がある
ことから、被災者に配慮した物資を備蓄する。

講ずべき施策

全国からの救援物資をリスト化し、被災市町に仲介する方式の導入が効果的であったこ
とから、受入れ調整窓口の一元化により、今後も、被災者が真に必要としている物資が
迅速、効率的に届く体制とする。

被災市町からの給水要請情報に混乱を生じたことから、給水要請時の窓口を一元化し、
連絡体制を強化する。　被災者の生活維持を図る

上で、必要不可欠な「水」
の確保は重要である。

　災害時には、要援護者の
食料供給が必要であり、適
正な食糧備蓄とその管理運
営が重要である。

　災害時には、要援護者の
生活必需品供給が必要であ
り、適正な需要把握と供給
体制が重要である。
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項　目

d 応急危険度判定④ 被災者支援

分　野

◆問題点と課題

項目 区 分

啓発
①
・
応急危険度判定に対して、理解
が不足していた。

・
・
・
・
・
・
・

応急危険度判定業務と被災認定
調査との違いの理解不足で混乱
があった。

り災者の中には、り災証明の判
定との関係が理解しづらく誤解
が多くあった。

・
・
・
・
・
・
・
・
・

被災者の身になって運用す
るよう努める。

被災者に応急危険度判定と
り災証明に必要な調査の違
いなどを含め、制度の住民
理解促進を図るため、被災
者への充分な周知広報に努
める。

実施体制
②
・
応急危険度判定の時間的な有効
性に問題があった。

・
・
・

余震等により危険度が変化する
ため、判定の有効性に問題が
あった。

・
・
・
・
・
・
・

状況の変化に応じたきめ細
かな対応ができるか検討す
る。

応急危険度判定時のスタッ
フの継続的なサポートを検
討する。

d
 
応
急
危
険
度
判
定

問題点 ・ 課題 具体的事項 今後とるべき対策や方向

◆適切に対応できた点

項目 区 分

①
・
・
・

地震発生後、応急危険度判定の
ため、県の要請に応じて必要な
人数の建築士をすぐに送り出し
た。

・
・
行政職員以外の民間の判定士の
活用

・
・
・

県と建築関係団体との更な
る連携強化により、迅速な
応急危険度判定に努める。

②
・
応急危険度判定士の養成講習会
を実施

・
・
県では応急危険度判定士の養成
講習会を毎年開催

・
・
応急危険度判定士養成研修
の実施継続に努める。

今後とるべき対策や方向適切に対応できた点 具体的事項

人員確保
判
定

d
 
応
急
危
険
度
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◎ 能登半島地震を踏まえて今後推進すべき施策の大綱

分　野 項　目 区　分 摘　要   （石川県地域
防災計画：震災対策編）

④ 被災者支援 d 応急危険度判定 啓発 応急危険度判定制度の住民への周知
・

有効期間の明確化の検討
・

　　（土木部、市町） 第２章-第１節

第３章-第２９節

実施体制 県と市町、関係団体との連携強化
・

・

継続的サポート体制の確保
・

　　（土木部、市町、関係団体） 第３章-第２９節

人員確保 応急危険度判定のための研修の実施
・

　　（土木部、市町、関係団体） 第２章-第４節

第３章-第２９節

余震あるいは修理による応急危険度判定の変動に対応するため、判定に対する継続的な
サポート体制を確保する。

地震発生後応急危険度判定のために建築士等必要な人員の配置を行い、円滑な対応がで
きたことから、今後とも、応急危険度判定士を養成するための研修を実施する。

応急危険度判定業務に係る被災市町の職員の負担を軽減するため、出来るだけ民間関係
団体の協力を得て判定業務を推進する。

余震によって応急危険度の内容に変動が生じたことなどから、応急危険度判定基準の明
確化と併せ判定有効期間の明確化を図る。

応急危険度判定について、県と市町、関係団体との連携により円滑に対応できたことか
ら、今後、平素からの連携強化により実施体制の確立を図る。

講ずべき施策

応急危険度判定に対して、住民の理解が不足していたことから、危険度判定制度の住民
への広報周知を行う。

　被災建物については、余
震による倒壊などの二次被
害を防止するため、早急に
居住可能か否かの応急危険
度判定を実施することが重
要である。
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f 被災者生活再建支援④ 被災者支援 e り災証明

項　目分　野

◆適切に対応できた点

項目 区 分

証
明

e
 
り
災

調査体制
①
・
県内外の応援による現地調査の
実施

・
・
・
・

県内市町、新潟県内市町の職員
の応援を得て小千谷方式にて被
災家屋の調査を実施し、迅速な
り災証明の発行ができた。

・
・
・
・

り災証明の迅速化を図るた
め、被害状況に応じた平時
からの各自治体との応援・
連携体制の強化を図る。

①
・
・

生活再建に対して何でも相談に
乗れるように、現地に相談窓口
を開設した。

・
・
・

建築士事務所協会、建築士会、
建築組合、宅建協会、住宅金融
支援機構等々で対応した。

・
・
・
・

円滑に住宅再建ができるよ
う関係機関との連携を強化
し、相談体制の充実に努め
る。

②
・
住宅再建に関する講習会・説明
会を実施している。

・
・
・
・

「能登の住宅の再建と耐震復旧
について」（主に工務店を対
象）「地震に強い住まいづく
り」という講習会を開催

・
・
・
・

円滑に住宅再建が出来るよ
う関係機関との連携を強化
し、相談体制の充実に努め
る。

③
・
ワンストップ相談体制が効果が
あった。

・
・
住民の効率的な申請手続きを心
がけた。

・
・
・
・

被災者の円滑な住宅再建と
なるよう、ワンストップ相
談体制など事務手続きの効
率化に努める。

相談体制
④
・
専門家の現地派遣による訪問相
談体制が機能した。

・
・
・
・
・

被災者から現地を見て欲しいと
の相談が多く建築・住宅関係団
体が協力し、大工と建築士の二
人一組を現地に派遣し、被災家
屋それぞれに訪問対応した。

・
・
・
・
・

建築専門家の派遣など制度
の充実強化に努める。

応急危険度判定の住民理解
の促進に努める。

今後とるべき対策や方向具体的事項適切に対応できた点

周知・相
談体制

f
 
被
災
者
生
活
再
建
支
援

◆問題点と課題

項目 区 分

・
・
平素から国等の研修に参加
するよう努める。

・
・
・

り災証明業務についての事
務効率化と人員体制の強化
に努める。

②
・
調査及び発行事務量が膨大で時
間を要する。

・
・
・
・
・
・
・

り災証明業務についての日
頃からの知識普及に努め
る。
ＧＩＳ（地図情報システ
ム）を活用した課税台帳な
どの有効活用による業務の
効率化

制度
①
・
・

国の被災者生活再建支援制度は
複雑で使い勝手が悪く、国の制
度については改善点が多い。

・
・
・
・
・

手続きが複雑

年齢、年収、世帯要件がある

住宅本体に使えない

・
・
・
・
・
・

被災者生活再建制度の見直
し(国要望の結果平成19年
11月16日法改正された)

県単上乗せ・拡大措置の活
用促進に努める。

・
・
被災者の立場に立った制度
説明となるよう努める。

・
・
・
・
・

公的な支援制度が使えるよ
うに再建方策をコーディ
ネートできる相談員を窓口
に配置することを検討す
る。

・
・
・
・
・
・
・

①
・
・

調査人員不足で外部の応援がな
ければ、早期調査等に対応しき
れなかった。

問題点 ・ 課題

②
・
再建全体について相談にのれる
体制となっていない。

応援職員の説明は、助成金等に
対する質問対応が中心になって
いた。

制度が複雑であるため、高齢者
に対する説明方法の検討が必要
である。

具体的事項 今後とるべき対策や方向

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

り災証明発行事務に関する研修
が不足していた。

外観目視調査と内部立入調査の
二段階調査について住民の理解
が必ずしもなかった。

調査講習会を受講したものであ
れば判定に際し、被災者の理解
を得やすい。

課税台帳等があっても建物がど
こにあるか分からないので、り
災証明を発行できない。

e
 
り
災
証
明

調査体制

f
 
被
災
者
生
活
再
建
支
援

周知・相
談体制
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◎ 能登半島地震を踏まえて今後推進すべき施策の大綱

分　野 項　目 区　分 摘　要   （石川県地域
防災計画：震災対策編）

④ 被災者支援 e り災証明 調査体制 調査体制・運用方法の確立
・

自治体間の支援体制の確立等によるり災証明の調査要員及び発行事務要員の十分な確保
・

・

研修の実施
・

民間からの調査要員の確保
・

　　（危機管理監室、関係部局、市町、防災関係機関） 第２章-第１節

第４章-第５節

f 被災者生活再建支援 周知・相談体制 制度の周知
・

相談窓口（ワンストップ相談）設置の周知
・

関係団体との連携強化
・

災害規模等に応じた支援策の検討
・

　　（危機管理監室、土木部、関係部局、市町、防災関係機関、関係団体） 第２章-第１節

第３章-第２９節

第４章-第４節、第５節

県・市町独自の支援策については、国の住宅支援制度や関連施策、災害規模･被災状況な
どを総合的に勘案し、その都度速やかに要否等を検討する。

被災時に支援制度を活用した早期再建を図るため、能登半島地震被災者への周知を含
め、平素から、被災者生活再建支援制度、り災証明制度及び災害救助法に基づく住宅応
急修理制度の周知に努める。

発災時には、被災者の円滑な住宅再建が進むよう、今後とも、関連情報の共有化を図り
ながらワンストップ相談窓口を設置し、その周知を図る。

大工と建築士の二人一組での現地派遣が機能したことから、今後も、関係団体との連携
を強化し円滑な相談体制を図る。

迅速な調査体制を確保するために、委嘱方式などによる民間からの調査要員確保につい
ても検討を進める。

り災証明に関する調査および事務量が膨大であったことから、迅速なり災証明のための
調査や発行事務の効率化を図るため、平素から、例えば、汎用性のある先導的な支援シ
ステムやＧＩＳ（地理情報システム）の活用・マニュアルの作成など調査・運用方法の
確立に努める。

り災証明事務についての知識普及を図る手段として、平素から研修を実施するととも
に、市町は積極的に参加するよう努める。

講ずべき施策

発災時の調査及び発行事務量が膨大で時間を要することから、被災市町は被災していな
い自治体の協力などにより十分な体制確保を図る。

平素から自治体間の支援体制を確立するために協定などを締結する。

　り災証明は、被災した事
実の証明書として、各種の
被災者救援施策の適用の基
礎となるものであり、適正
かつ円滑な調査体制が重要
である。

　被災者の生活再建のため
に適正な支援制度の確立と
その運用が重要である。
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h 義援金・物資

項　目分　野

④ 被災者支援 i 廃棄物・し尿の処理g 応急仮設住宅の設置・運営

◆問題点と課題

項目 区 分

宅
の
設
置
・
運
営

g
 
応
急
仮
設
住

設置・運
営

①
・
地域ごとの仮設住宅建設地の選
定に苦慮した。

・
・
・

地域防災計画の中に、地域ごと
の建設地位置が計画されていな
い。

・
・
・

県の地域防災計画の定めに
従い、市町は予め建設候補
地を選定するよう努める。

義援金

①
・
・
・

地域防災計画には、義援金に関
する基本的事項は記載している
が具体的な実施体制が記載され
ていない。

・
・
義援金募集開始までにやや時間
を要した。

・
・
義援金受入・管理に係るマ
ニュアルの作成に努める。

義援物資
②
・
・

受け入れ窓口を一元化しなかっ
た地域において、混乱が生じ
た。

・一部の市町で混乱した。

・
・
・
・

仲介方式や調整窓口の一元
化などにより、被災地の需
要に応じた義援物資の受け
入れに努める。

・
・
・
・

各市町が災害廃棄物処理計
画を作成し、災害廃棄物の
仮置き場の確保を図るよう
努める。

・
・
・
・
・

分別方法や仮置場に関する
対応方針を市町の災害廃棄
物処理計画に盛り込み、ご
み処理期間の短縮に努め
る。

①
・
家屋除去に伴う瓦礫等廃棄物の
仮置き場の確保に苦慮した。

問題点 ・ 課題

物
資

h
 
義
援
金
・

処
理

i
 
廃
棄
物
・
し
尿
の

今後とるべき対策や方向具体的事項

・
・
・
・
・
・
・

家電リサイクル法に基づく廃家
電の分別に、スペースや多大の
労力と時間・費用を要する。

撤去した家屋を分別して保管す
るスペースが必要。（木くず、
コンクリート殻の分別保管）

廃棄物処
理

◆適切に対応できた点

項目 区 分

①
・
・

応急仮設住宅の建設地の選定と
戸数の把握が比較的早期に行わ
れた。

・
・
・

建設にあたっては、被災市
町との密接な連携を図るよ
う努める。

②
・
応急仮設住宅を早期に建設し
た。

・４月28日から入居開始
・
・
迅速な応急仮設住宅の建設
に努める。

③
・
地域コミュニティに配慮した設
置・運営を実施した。

・
・
集会所の建設
バリアフリーにも配慮して建設

・
・
コミュニティに配慮した設
置･運営に努める。

④
・
・

心のケアを含めた健康相談窓口
の開設は、入居者の心身のケア
に有効であった。

・
・
保健師による巡回健康相談の実
施

・
・
・
・

県･市町と連携をとり、健
康相談窓口を開設するな
ど、こころのケアの長期的
な支援体制に努める。

金
・
物
資

h
 
義
援

義援物資
①
・
・

義援物資については、仲介方式
の採用により有効な受け入れ配
分が行われた。

・
・
・
・
・
・

義援物資は、被災地の需要に合
わせた受け入れができた。

義援物資のリスト化により膨大
な物資管理に追われることな
く、必要な物資を選択できた。

・
・
・
・

仲介方式や調整窓口の一元
化などにより、被災地の需
要に応じた義援物資の受け
入れに努める。

廃棄物処
理

①
・
・

片付けごみ処理のためのごみ収
集・運搬車両や作業人員の派遣
が迅速に行われた。

・
・
・
・

県内外からのごみ収集車の派遣
民間企業の協力
ボランティアによる分別やごみ
処理

・
・
・

車両や人員確保体制の強化
を図り、災害廃棄物が迅速
に処理されるよう努める。

し尿処理
②
・
バキュームカーの広域的な確保
ができた。

・
・
・

被災地外からのバキュームカー
の派遣により、下水道の応急対
応ができた。

・
・
バキュームカーの広域的な
応援体制の確保に努める。

設
置
・
運
営

g
 
応
急
仮
設
住
宅
の

設置・運
営

具体的事項 今後とるべき対策や方向

i
 
廃
棄
物
・
し
尿
の
処
理

適切に対応できた点
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◎ 能登半島地震を踏まえて今後推進すべき施策の大綱

分　野 項　目 区　分 摘　要   （石川県地域
防災計画：震災対策編）

④ 被災者支援 設置 地域コミュニティや健康面に配慮した仮設住宅の設置
・

建設地の事前選定
・

　　（土木部、市町） 第３章-第２９節

運営 被災者の健康に配慮した運営体制の確保
・

　　（健康福祉部、土木部、市町） 第３章-第２４節

h 義援金・物資 義援金 受入・配分マニュアルの作成
・

　　（健康福祉部、日本赤十字社、市町） 第４章-第６節

義援物資 義援物資の受入・管理・配分窓口の一元化
・

受入・配分マニュアルの作成
・

　　（県民文化局、健康福祉部、市町） 第４章-第６節

廃棄物処理 市町災害廃棄物処理計画の作成（災害廃棄物の仮置き場の選定含む）
・

　　（環境部、市町、事業主） 第３章-第２７節

し尿処理 バキュームカーの確保のための広域的応援の整備
・

　　（環境部、市町、事業主） 第３章-第２７節

発災直後から円滑な義援金の受入等を図る必要があることから、義援金の具体的な受け
入れ・配分に関するマニュアルの作成に努める。

g 応急仮設住宅の設置・運
営

i 廃棄物・し尿の処理

地域ごとの仮設住宅建設地の選定に苦慮したことから、市町において、被災前に建設地
の選定を図るよう促す。

仮設住宅における健康相談窓口の設置など、心のケア対応が効果的であったことから、
今後も被災者の健康に配慮した運営体制の確保に努める。

講ずべき施策

地域の絆や健康面を重視した仮設住宅の設置が有効であったことから、集会所の配置を
含め、地域コミュニティに配慮した仮設住宅の設置に努める。

全国からの義援物資をリスト化し、被災市町に仲介する方式が効果的であったことか
ら、今後とも、義援物資の受入・管理・配分窓口を一元化することにより、義援物資が
被災者に迅速、効率的に届く体制とする。

義援物資の具体的な受け入れ・配分に関するマニュアルの作成に努める。

家屋除去に伴うがれき廃棄物の仮置き場の確保に苦慮したことから、各市町の災害廃棄
物処理計画の作成を促進し、災害廃棄物の仮置き場の確保とともにごみ処理期間の短縮
に努める。

し尿処理において、バキュームカーの活用により下水道の応急対応や避難所のし尿くみ
取りに効果が見られたことから、今後は広域的な応援体制を確立し、その機能強化を図
る。

　家屋を失った被災者の生
活再建のために、仮設住宅
の早急な確保が重要であ
る。

　被災地に集まる義援金・
物資について、適正な管
理・運営や公平な配分が重
要である。

　被災後の廃棄物、し尿
は、保健・衛生・安全対策
上、適正な処理処分が重要
である。
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a ボランティア活動の支援⑤ ボランティア活動

項　目分　野

◆問題点と課題

項目 区 分

①
・
・

災害発生直後のボランティア活
動に係るコーディネートが不十
分であった。

・
・
迅速な被災者ニーズの把握に手
間取った。

・
・
・
・
・

ボランティアコーディネー
ターの養成及び資質向上を
図り、迅速かつ的確な被災
者ニーズの把握やボラン
ティアの派遣に努める。

②
・
・

被災地ではボランティアの協力
に遠慮が働き、ボランティアの
十分な活用が図られなかった。

・
・
・

地域住民の災害ボランティア活
動に対する理解が不足してい
た。

・
・
・

災害ボランティア活動の理
解促進のための広報活動に
努める。

③
・
・

一般ボランティアと専門ボラン
ティアの活用方法の明確化が必
要である。

・
・
建築・保健関係者などの特殊な
技能の活用が必要である。

・
・
・
・
・
・
・
・

専門ボランティアの活動範
囲を明確化し、専門分野を
活かせるボランティア活動
が可能となるよう努める。

一般ボランティアと専門ボ
ランティアとの役割分担の
明確化に努める。

④
・
・

ボランティア現地本部で受付け
しないでボランティア活動をす
る人が見られた。

・
・
・
・

ボランティア現地本部に受付け
しなかったボランティアは、効
果的な活動が展開できなかっ
た。

・
・
・
・
・

活動受付の周知方法を改善
し、ボランティア現地本部
でボランティアがスムーズ
に受付ができる体制作りに
努める。

⑤
・
・

県ボランティア本部からのサ
ポートが十分でなかった面が
あった。

・
・
・
・
・

災害発生直後、ボランティア現
地本部の情報が十分共有されず
に、県ボランティア本部のサ
ポートが現地の状況と合わない
ことがあった。

・
・
・

県ボランティア本部とボラ
ンティア現地本部との円滑
な連携に努める。

⑥
・
・

地元ボランティアと他県ボラン
ティアの活動レベルにギャップ
があった。

・
・
ボランティア現地本部の運
営方法の改善に努める。

a
 
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の
支
援

問題点 ・ 課題 今後とるべき対策や方向具体的事項

活用方法

連携体制

◆適切に対応できた点

項目 区 分

①
・
・
・

県内外からの多くのボランティ
アの受け入れに際し、ボラン
ティア輸送バスの運行が有効で
あった。

②
・
県の養成した災害ボランティア
コーディネーターが機能した。

③
・
ボランティアコーディネートに
関するマニュアルが機能した。

・
・
・

県ボランティア本部、ボラン
ティア現地本部の早期立上げが
出来た。

④
・
・

区長等地元関係者との連携によ
り、被災者ニーズの把握ができ
た。

・
・
地元の状況を熟知した区長の協
力を得ることができた。

安全対策
⑤
・
ボランティアの安全対策に配慮
した。

・
・
ごみ処理ボランティアには皮手
袋やマスク等を配布した。

・
・
ボランティア活動には十分
な安全対策を行う。

適切に対応できた点 具体的事項 今後とるべき対策や方向

連携体制

a
 
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の
支
援

・
・
・
・
・
・
・
・
・

被災地の交通混雑を回避でき
た。

多くのボランティアの効率的な
現地輸送と活動地域の割振りが
可能となった。

県は災害ボランティアコーディ
ネーターの養成を行っている。

ボランティア輸送バスを運
行するなど、円滑なボラン
ティア活動ができるよう現
地受入れ体制の強化に努め
る。

災害ボランティアコーディ
ネーターの養成及び資質向
上に努める。

地元関係者との連携を図
り、より迅速な被災者ニー
ズの把握に努める。

・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・

受け入れ
体制
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◎ 能登半島地震を踏まえて今後推進すべき施策の大綱

分　野 項　目 区　分 摘　要   （石川県地域
防災計画：震災対策編）

a ボランティア活動の支援 活用方法 被災者ニーズの迅速な把握
・

専門ボランティアなど機能的なボランティア活用方策の確立
・

災害ボランティア活動の理解促進のための広報の推進
・

　　（県民文化局、市町、防災関係機関） 第２章-第４節

第３章-第２６節

受け入れ体制 災害ボランティアコーディネーターの養成及び資質向上
・

ボランティアの現地受入体制の確立（輸送バスの活用、窓口の一元化など）
・

ボランティア現地本部の運営体制の強化
・

　　（県民文化局、市町、防災関係機関） 第２章-第４節

第３章-第２６節

連携体制 県ボランティア本部とボランティア現地本部との連携強化
・

　　（県民文化局、市町、防災関係機関） 第３章-第２６節

安全対策 ボランティアの安全対策の確立
・

　　（県民文化局、市町、防災関係機関） 第２章-第４節

第３章-第２６節

⑤ ボランティ
ア活動

講ずべき施策

県内外からの受け入れに輸送バスの運行と窓口の一元化が有効であったことから、今後
はこうした取り組みを強化し、ボランティアの円滑な現地受け入れ体制を確立する。

初期段階等においてボランティアの力が、被災者ニーズに迅速に対応しきれていない状
況も見られたことから、被災者ニーズを迅速に把握する体制を確立し、受け入れ調整な
どに努める。

一般ボランティアと専門ボランティアの役割分担により効率的活動が期待される面が想
定されることから、専門ボランティアの活用方策を確立する。

被災地では、ボランティアの支援活動に対する遠慮が働き、ボランティアの十分な活用
が図られていない面が見られたことから、県民に対する災害ボランティア活動の理解促
進のための広報活動を推進する。

現地での受け入れについては、県が養成した災害ボランティアコーディネーターが機能
したが、災害発生直後には、コーディネーターの人数及び対応等について課題が見られ
たことから、今後もその養成に努めるとともに、更なる資質・技能の向上を図る。

受け入れについて、県の養成した災害ボランティアコーディネーターが機能し、ボラン
ティア現地本部の円滑な運営が図られたことから、今後も災害ボランティアコーディ
ネーターを核とした運営体制（受け付け体制を含む）の強化に努める。

県内外からの受け入れに際し、県ボランティア本部とボランティア現地本部との連携が
重要であることから、今後もより一層連携を強化し、さらに効果的なボランティア受け
入れ体制を確立する。

ボランティア活動中の事故防止等への配慮が重要なことから、ボランティアへの健康管
理・安全対策について、一層の強化を図る。

　被災地におけるボラン
ティア活動が迅速かつ効果
的なものとなるよう支援体
制を強化することが重要で
ある。
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項　目

ｃ 文化財対策

分　野

b 公共土木施設等の応急対策⑥ 公共インフラ・ライフライン対策 a ライフライン施設の応急対策

◆問題点と課題

項目 区 分

①
・
上下水道の応急復旧の緊急対応
策が重要である。

・
・
・

上水道、下水道がセットで復旧
しないと被災者が帰宅しても不
便な生活を強いられる。

・
・
・

上水道・下水道セットでの
復旧に努める（情報集約、
人員の確保等）

②
・
上水の本管復旧後の宅内配管工
事の早期実施が必要。

・
・
宅内配管工事が完了して初めて
水道利用が可能となる。

・
・
・

工事が集中した場合は、広
域的な業者あっせん体制の
確保に努める。

耐震化
③
・
今後の施設の耐震化対策に課題
が残った。

・
・
・

耐震診断による耐震補強対策の
優先順位を検討する必要があ
る。

・
・
ライフラインの耐震化の推
進に努める。

応急復旧
①
・
・

孤立集落に対する応急復旧・支援
活動のための代替道路・大規模斜
面等の防災対策が必要である。

・
・
・

代替道路の確保が困難となるな
ど、孤立集落が発生する危険が
あった。

・
・
・
・

耐震性の十分ある道路や、
代替道路の整備、大規模斜
面等の防災対策等に努め
る。

耐震化
②
・
・

災害対策施設や避難所となる公
共建物の耐震化が不十分であっ
た。

・
・
・

避難対策の中心となる役場など
の指令所の耐震化が必要であ
る。

・
・
・

地域の中核となる防災拠点
施設の一層の耐震化に努め
る。

財
対
策

ｃ
 
文
化

保全対策
①
・
迅速な文化財の被害状況の把握
や修復支援が必要

・
・
迅速な被害状況把握、修復
支援に努める。

問題点 ・ 課題

の
応
急
対
策

b
 
公
共
土
木
施
設
等

施
設
の
応
急
対
策

a
 
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

応急復旧

今後とるべき対策や方向具体的事項

◆適切に対応できた点

項目 区 分

①
・
ライフラインが早期に復旧され
た。

・
・
・
・
・
・

電気：停電は翌日の26日に全て
　　　解消
電話：不通は翌日の26日に全て
　　　解消
水道：断水は４月７日に全て解
　　　消

②
・
水道の回復により、多くの避難
者の帰宅につながった。

・
・
４月９日には、被災地の低圧給
水世帯も全て解消した。

③
・
早期の水道復旧対策が避難所へ
の誘導を抑制させた。

・
・
輪島の市街地では低圧給水で水
を確保

耐震化
④
・
水道施設の耐震化補強対策が被
災規模の軽減に有効であった。

・
・
ライフラインの耐震化の推
進に努める。

安全対策
⑤
・
電気の通電に伴う火災発生は抑
えることができた。

・
・
通電時の安全対策に努め
る。

応急復旧 ①早期の道路復旧が図られた。

・
・
・
・

能登有料道路は４月27日に全線
復旧、国道249号「八世乃洞
門」は７月７日から片側交互通
行を供用させた。

・
・
・

応急復旧を迅速に図るた
め、幹線道路の早期復旧に
努める。

②
・
・

阪神淡路大震災以降の県や市町
の耐震補強対策が被災規模の軽
減に有効であった。

③
・
橋梁について落橋の発生を抑止
することができた。

安全対策
④
・
無人建設機械の活用により危険
地域での応急復旧ができた。

・
・
無人建設機械の活用に努め
る。

財
対
策

ｃ
 
文
化

保全対策

①
・
・
・

民間団体の協力を得て、文化財
的価値を有する資料等の診断、
搬出、一時保管等の保全対策が
図られた。

・
・
・

災害時に文化的価値を有す
る資料等の保全対策に努め
る。

応
急
対
策

b
 
公
共
土
木
施
設
等
の

ライフラインの早期復旧に
努める。
・
・

具体的事項 今後とるべき対策や方向

能登有料道路の橋梁では、比較
的小さな取り付け部等の沈下な
ど、被害を最小限にとどめるこ
とができた。

道路・橋梁の耐震化に努め
る。

・
・
・
・

・
・

耐震化

応
急
対
策

a
 
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
施
設
の

適切に対応できた点

応急復旧
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◎ 能登半島地震を踏まえて今後推進すべき施策の大綱

分　野 項　目 区　分 摘　要   （石川県地域
防災計画：震災対策編）

応急復旧 公共インフラの早期復旧対策の強化
・

上水道・下水道セットでの復旧
・

　　（土木部、市町上下水道事業者、ライフライン事業者） 第３章-第１６節

第４章-第１節

耐震化 ライフラインの耐震補強対策の強化推進
・

　　（環境部、農林水産部、土木部、企業局、市町、ライフライン事業者） 第２章-第１８節

第３章-第１６節

応急復旧 孤立集落回避・緊急輸送道路確保のための代替道路等整備の促進
・

幹線道路の早期復旧対策の強化
・

第２章-第１８節、第１９節

　　（土木部、農林水産部、市町、防災関係機関） 第３章-第１７節

第４章-第１節

耐震化 公共土木施設等の耐震化の促進
・

防災拠点施設の一層の耐震化促進
・

　　（危機管理監室、土木部、農林水産部、企業局、教育委員会、市町、防災関係機関） 第２章-第１８節

第３章-第１７節

安全対策 無人建設機械の導入
・

　　（土木部、農林水産部、市町、防災関係機関） 第３章-第１７節

ｃ 文化財対策 保護対策 文化財の保全対策、修復支援方法の確立
・

　　（県・市町教育委員会） 第３章-第３０節

⑥ 公共インフ
ラ・ライフライン
対策

a ライフライン施設の応急対
策

ライフラインの耐震化が被害の軽減化に有効であったことから、今後とも耐震補強対策
の強化に努める。

被災地において、住民生活に長期にわたり深刻な影響をもたらすような事態に至らな
かったことから、今後ともライフラインの早期復旧対策の強化に努める。

b 公共土木施設等の応急
対策

災害対策応急活動施設や避難所となる公共建築物の耐震化が有効であったことから、今
後も防災拠点施設の耐震化を促進する。

民間団体の協力による文化財の価値診断、搬出、一時保管等が有効であったことから、
今後民間団体等の協力により、文化財の修復・保全など、災害時における文化財保護体
制の確立を図る

幹線道路の早期応急復旧が被災地の迅速な応急復旧に大きな効果があったことから、今
後とも幹線道路の早期復旧対策の強化に努める。

災害応急復旧に際して、無人建設機械の活用が有効であったことから、今後も必要に応
じて無人建設機械の導入・活用を図る。

代替道路の不足により、孤立集落が発生する危険が生じたケースも見られたことから、
孤立集落回避・緊急輸送道路確保のための代替道路等の整備を促進する。

橋梁の耐震化により落橋被害が発生しなかったことから、今後とも必要な公共土木施設
等の耐震化を促進する。

被災地における上下水道の早期復旧が重要であったことから、今後とも広域的な業者斡
旋体制の確保など上水道・下水道セットでの早期復旧対策を強化する。

講ずべき施策

　ライフラインは、被災後
の生活維持に不可欠な基盤
であり、災害に強い施設と
しての拡充と迅速な復旧対
策が重要である。

　孤立集落の解消や緊急輸
送道路等の道路復旧等の迅
速な対応と共に、公共施設
の耐震化対策が重要であ
る。

　被災した文化財等につい
て、適切な修復支援、保全
対策が重要である。
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項　目

⑦ 防災教育・訓練 a 防災教育・訓練

分　野

◆適切に対応できた点

項目 区 分

①
・
地域での重層的な連絡が取れ、
日ごろの防災訓練が役立った。

・
・
平時の防災訓練が効果があっ
た。

・
・
訓練の充実強化、共助体制
の強化に努める。

②
・
地域コミュニティによる共助意
識が高かった。

・
・
自然発生的な協力体制ができ
た。

・
・
自助・共助の取り組み強化
を図る。

・
訓
練

a
 
防
災
教
育

具体的事項 今後とるべき対策や方向適切に対応できた点

防災訓練
の充実

◆問題点と課題

項目 区 分

①
・
住民の多くは能登に地震が起き
るとは思っていなかった。

・
・
・

全国的にも有感地震の少ない地
域と認識していた。（有感地震
が全国で１番少ない県）

・
・
・
・
・
・
・

地震防災の取り組みの必要
性について普及啓発を進め
る。
地震防災パンフレットや、
地震防災マップ等を活用
し、地域の地震災害危険度
を理解する。

②
・
多額の費用が必要となる住宅の
耐震化が、なかなか進まない。

・
・
・
・

全壊となった住宅は、老朽化し
た住宅や未耐震の住宅が多く、
住宅を新築することが必要と
なった。

・
・
・
・

市町の耐震化工事補助制度
を住民に周知徹底するとと
もに、耐震改修促進計画を
着実に実施していく。

③
・
・

県内の地震保険の加入率が全国
平均よりも低く、地震に対する
備えの意識が低い。

・
・
・

地震保険世帯加入率(H19.3末)
(石川県　：13.27%)
(全国平均：20.84%)

・
・
・

地震保険の重要性につい
て、住民に周知するよう努
める。

a
 
防
災
教
育
・
訓
練

今後とるべき対策や方向問題点 ・ 課題 具体的事項

防災教育
の促進
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◎ 能登半島地震を踏まえて今後推進すべき施策の大綱

分　野 項　目 区　分 摘　要   （石川県地域
防災計画：震災対策編）

a 防災教育・訓練 防災教育の促進 地震災害等危険度の啓発と防災意識の醸成
・

・

自助・共助意識の啓発
・

個人住宅の耐震化等の啓発
・

・

地震保険への加入促進
・

　　（危機管理監室、土木部、教育委員会、市町、防災関係機関） 第２章-第１節、第２節

第２章-第１７節

防災訓練の充実 様々な地震を想定した質の高い防災訓練の実施
・

　　（危機管理監室、市町、防災関係機関、事業所） 第２章-第５節

講ずべき施策

⑦ 防災教育・
訓練

平素の真剣な訓練が役に立ったことから、県民の防災意識の高揚（自助・共助意識の普
及啓発）に繋げることを目的として、能登半島地震の教訓を踏まえた質の高い防災訓練
の実施に努める。

個人住宅再建が被災地復興の重要課題となったことから、自力再建に重要な役割を果た
す地震保険について住民に周知し、加入促進を図る。

地震防災・避難マップ等を活用し、地域の地震災害等の危険度の理解促進等と防災意識
の醸成を図る。
初等教育から社会人学習まで、地域の自然災害環境とそれへの対応について定期的な学
習、啓発機会提供の促進を図る。

食器棚や食器類等の転倒及び落下による負傷者が多かったことから、食器棚や家具等の
転倒・落下防止策の普及啓発を推進する。

大規模災害が発生した場合は、公的機関の救助までには一定の時間を要することとなる
が、今回の地震では、地域の共助意識が高く、救援活動を円滑に進めることができたこ
とから、「自らの命は自らで守る」という「自助」や、「地域の安全は、地域ぐるみで
確保する」という「共助」の重要性を理解してもらうため、パンフレットの活用や研修
会の開催など、自助・共助意識の啓発を図る。

木造老朽住宅や耐震化未実施の住宅の被害が多く見られたことから、個人住宅の耐震化
を促進するため、耐震診断の実施と併せて耐震化意識の啓発を推進する。

　混乱した状況での的確な
防災活動のためには、住民
等においても防災関係機関
においても、日頃から防災
についての正確な知識をも
つための教育を継続的に実
施することが重要である。
　また、防災訓練に参加
し、災害を想定した場面を
経験することによって防災
意識を高め、災害時におけ
る実践的対応力を強化する
ことが重要である。
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項　目分　野

⑧ 自主防災組織 a 自主防災組織の育成・強化

◆問題点と課題

項目 区 分

避難所の
運営
【再掲】

①
・
・
・
・
・

多くの行政職員の手が取られす
ぎるとともに、配置された保健
師にも本来業務以外の負担が多
かった。
（避難所運営のマンパワー不
足）【再掲】

・
・
・
・

自治体の災害対応が、避難所対
応に集中し、多くの行政職員の
手が避難所にとられてしまっ
た。【再掲】

・
・
・
・
・
・
・
・
・

避難所運営は被災者やボラ
ンティアの自主自立で運営
する共助意識の醸成に努め
る。【再掲】

自主運営の精神を取り入れ
た地域の防災訓練の実施や
リーダーの養成に努める。
【再掲】

②
・
・
・
・

地域コミュニティの絆が強い地
域であるため、比較的共助体制
がとられたが、さらに大きな災
害の場合、このままでよいのか
不安が残る。

・
・
・

地域みまもりマップを活用でき
たのは、門前地区に限られてい
た。

・
・
・
・

自主防災組織が中心となっ
て、災害時要援護者プラン
や地域みまもりマップを積
極的に整備する。

③
・
・

公的機関による住民避難の誘導
や避難支援ができなかったケー
スがあった。

・
・
・

深見地区では、住民相互の協力
により、漁船を利用した避難が
行われた。

④
・
・

各地区の被災者が集まった避難
所では、まとまりが難しい面が
あった。

⑤
・
・

災害時には、区長の役割が重要
であるが、責任が集中する傾向
にあった。

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

共助に根
ざした自
主防災活
動

a
 
自
主
防
災
組
織
の
育
成
・
強
化

今後とるべき対策や方向具体的事項

・
・
・
・
・
・
・
・

いろいろな集落から来た避難所
では、ボランティアとのトラブ
ルなどがあり、自治組織が必要
と感じた。

避難所の責任者は区長が努めた
が、区長の家族も含めて大変な
苦労だった。

自主防災組織の組織化を一
層進めるとともに、既存の
自主防災組織の充実強化に
努める。

災害時における地域のリー
ダー育成に努める。

問題点 ・ 課題

◆適切に対応できた点

項目 区 分

①
・
食事において、共助体制がとら
れた避難所があった。【再掲】

・
・
・
・

諸岡公民館では、自分たちで食
材を持ち寄って食事を作るなど
共助体制がとられていた。【再
掲】

・
・
・
・

調理を被災者が協力して行
うなど、今後とも共助体制
の充実に取り組む。【再
掲】

②
・
区長が中心となって避難所が自
主的に運営された。【再掲】

・
・
・

正式な避難所自治組織はなかっ
たが、区長が中心となって住民
へのケアが行われた。【再掲】

・
・
共助による避難所運営に努
める。【再掲】

③
・
・

地震前に実施した住民参加の防
災訓練が、実際の避難や安否確
認に非常に役立った。

・
・
・
・
・
・
・

門前地区で実施した避難訓練の
経験が区長の判断で未指定避難
所への避難が行われるなど実際
の避難に役立った。

訓練で使った地区別プラカード
や見まもりマップが役立った。

・
・
・
・

平素の避難訓練や見まもり
マップの作成など、共助の
要となる自主防災組織を組
織化していく。

④
・
・

避難所では区長が責任者とな
り、住民への連絡等や色々な仕
事をした。

・
・
・

自宅避難者に対しては、できる
限り区長の所に水や物資を配給
した。

・
・
・

自主防災組織の活動を強化
するとともに、リーダーの
育成に努める。

具体的事項 今後とるべき対策や方向適切に対応できた点

避難所の
運営

【再掲】

a
 
自
主
防
災
組
織
の
育
成
・
強
化

共助に根
ざした自
主防災活
動
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◎ 能登半島地震を踏まえて今後推進すべき施策の大綱

分　野 項　目 区　分 摘　要   （石川県地域
防災計画：震災対策編）

自主防災組織 自主防災組織の育成（組織化の促進）
・

自主防災組織のリーダー育成
・

自主防災組織の活動支援
・

　　（危機管理監室、市町、防災関係機関、事業所） 第２章-第３節

⑧ 自主防災組
織

a 自主防災組織の育成・強
化

講ずべき施策

防災訓練が、実際の災害において円滑な避難に結びついたことから、住民による自主的
な避難訓練等の防災活動が、より多くの地域で取り組まれるよう｢自主防災組織｣の組織
化に努める。

風水害、土砂災害、地震災害など多種多様な各種災害の特徴に対応した的確な自主防災
活動が重要であることから、平素における自主防災組織の活動に対する支援に努める。

自主防災組織が有効に機能し、円滑な避難や避難所運営が行われるためには、地域の実
情を良く理解したリーダーの存在が重要であることから、例えば、地域から推薦された
者や企業の防災担当者が防災士の資格を取得し、地域、企業の防災リーダーとして活動
できるような自主防災組織の人材育成に努める。

　地域コミュニティにおけ
る住民同士のつながりは、
災害時等の共助の基礎であ
る。従来の地縁的なコミュ
ニティの崩壊や、過疎化が
進みコミュニティの維持が
難しくなってきている地域
がある。
　このため、従来のコミュ
ニティや新たな地縁的なコ
ミュニティにおける地域住
民主体の自主防災活動への
取り組みを推進していくこ
とが重要である。

31 / 36



項　目分　野

　全    般 重点項目

項目 区 分

・
・
・
・

平常気温、無積雪期（３月25日）、
休日（日曜日）、午前中（AM9：
42）の発生により被害は少なかっ
た。

・
・
冬季、積雪時、平日、夕刻ま
たは未明

・比較的軟弱な地盤ではなかった。 ・軟弱地盤地域

・震度６強
・
・
震度７（大規模災害となる震
度）

・
・
被災地は、人口密集地ではなかっ
た。

・人口密集地

今後、重点的に推進すべき対策や方向

○県民の生命、身体、財産の被害
　を最小限におさえるため、悪条
　件が重なった場合など大規模地
　震災害に備えた取り組みの強化
　が必要である。

○また、取り組みに際しては、防
　災上、特に重要な分野について
　重点的に推進することが肝要で
　ある。

課　　題 悪条件下の発災状況（例）今回の発災状況

発災状況

重
点
項
目

幸運な条件も加わり、火災発
生も無く比較的避難･救助活動
が円滑に実施でき、被害も最
小限に留めることができた
が、悪条件が重なった場合に
は、大きな被害となる可能性
もある。
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　① 重要な施設や個人住宅の耐震化の推進
　　　　・防災拠点施設の耐震化　・公共インフラ・ライフラインの耐震化　・民間住宅の耐震化　など

　② 通信体制の充実強化
　　　　・災害に強い通信手段の確保(災害時優先電話、衛星携帯電話、防災行政無線)　など

　③ 災害時要援護者支援体制の強化
　　　　・避難支援計画や地震防災マップの作成　・避難所、仮設住宅における心身両面のケア等の配慮　など

　④ 自主防災組織の育成・充実

　　　　・未組織地域の組織化推進　・リーダー育成等による体制強化　など

　⑤ 防災教育・訓練の充実強化

　　　　・自助・共助意識の啓発　・質の高い訓練　・防災研修(支援制度等)　など

　⑥ 広域防災拠点の機能強化

　　　　・大規模な広域地震災害時に対応できる広域防災拠点の確保
　　　　　(現地災害対策本部機能、救援物資備蓄機能など)

Ⅲ【重点推進施策】－大規模地震災害に備えた取り組み強化－
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石川県震災対策専門委員会　委員名簿

１　設置趣旨

平成１９年能登半島地震に係る初動対応や応急復旧対応を検証し、今

後必要な対策を取りまとめ、現行の石川県地域防災計画（震災対策編）

等に反映させ、今後の本県の防災対策に活かすため石川県防災会議のも

とに設置

２　委員構成

名簿のとおり

３　検討・とりまとめ経過

・平成１９年　５月２８日 石川県防災会議において震災対策専門委員会の

設置了承

・平成１９年　８月　７日 第１回震災対策専門委員会開催

１ 能登半島地震の被害及び県等の対応状況

２ 能登半島地震に係る初動対応及び応急復

旧対応の検証等

・平成１９年１１月　１日 第２回震災対策専門委員会開催

１ 能登半島地震に係る問題点・課題点等の

整理

２ 能登半島地震に係る今後取り組むべき対

策や方向

・平成２０年　１月２９日 第３回震災対策専門委員会開催

１ 能登半島地震を踏まえて今後推進すべき

施策の大綱

国土交通省北陸地方整備局企画部
防災対策官

志　田　文　毅 総務省消防庁防災課災害対策官

森　山　　　博

室　﨑　益　輝

平　松　良　浩

オブザーバー

五十嵐  祥　二

小　川　信　一

委　員　名 備　    　考所　    　属

副委員長石川県危機管理監桶　屋　幸　蔵

金沢大学大学院自然科学研究科教授

石川県震災対策専門委員会について

石川県医師会理事小　川　　　純

北　浦　　　勝

輪島市地域包括支援センター長北　浜  陽　子

日赤防災ボランティアリーダー北　村　裕　一

富士常葉大学大学院防災研究科教授重　川　希志依

輪島市総務部長谷　口　　　寛

(財)石川県建築住宅総合センター理事長照　田　繁　隆

石川県立看護大学准教授林　　　一　美

金沢大学大学院自然科学研究科准教授

委員長消防庁消防研究センター所長

奥能登広域圏事務組合消防長

所　    　属 備　    　考

内閣府(防災担当)災害応急対策
担当参事官補佐

資料
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３ その他の被害状況 

（１）停電の状況 なし 

    ３月２６日１６：５０ 停電全て解消（ピーク：３月２５日県内約１１万戸停電） 

（２）断水の状況 なし 

    ４月７日８：００ 断水全て解消（ピーク：３月２５日 県内約１３，２５０世帯断水） 

（３）電話の状況 不通なし（ピーク：3月25日約100回線ケーブル断線 他に約500戸故障） 

※ 避難所等３７ヵ所（輪島市役所１０台、門前支所１０台、諸岡公民館５台等）に臨時電話を設置 

（４）道路の通行止  １路線１ヵ所で夜間通行止（ピーク：3月25日18路線24箇所） 

・県 道 等 

※一般国道２４９号 輪島市町野町曽々木（八世乃洞門）地内 

（７月７日正午より日中片側交互通行可(5:00～20:00)） 

・北陸自動車道 なし 

（５）その他 

○ＪＲ  通常運行 

［七尾線３月２６日１３：０８から、北陸本線３月２５日２０：２０から全線運行を再開 ］ 

   ○のと鉄道  通常運行 

［３月３０日の始発から全線運行を再開 ］ 

   ○能登空港 通常運航 

      〔３月２６日から供用再開〕 

○志賀原子力発電所 

     一時的な停電あったが電源復旧済み。（使用済燃料プール水の飛散約４５リットルは全て回収済み。 

外部への放射能影響なし。(３月２５日２２：１０北電プレス済み)） 

   ○七尾大田火力発電所 通常運転 

       [４月６日４：２５、２号機運転停止（支柱に変形を確認）、４月７日１６：０２発電再開] 

○七尾国家石油ガス備蓄基地  異常なし 

   ○金沢港石油基地 

全農No.５タンク内上部に滞油が発生したが、貯蔵油を全て抜き取り済み。 

 

４ 県等の対応状況 

（１）災害対策本部 

① 県災害対策本部 

○平成１９年   ３月２５日１２：３０  石川県災害対策本部設置 

（同時刻、奥能登総合事務所（輪島市内）に現地災害対策本部設置） 

○会議の開催状況   ２５日１０：４５ 災害対策本部員等連絡会議  開催 

２５日１２：３０ 災害対策本部員会議（第１回）開催 

２５日２１：１５ 災害対策本部員会議（第２回）開催 

             ２６日 ９：００ 災害対策本部員会議（第３回）開催 

             ２６日１８：００ 災害対策本部員会議（第４回）開催 

             ２７日 ９：１５ 災害対策本部員会議（第５回）開催 

             ２７日１８：００ 災害対策本部員会議（第６回）開催 

             ２８日 ９：１５ 災害対策本部員会議（第７回）開催 

             ２８日１８：１５ 災害対策本部員会議（第８回）開催 

同日、現地災害対策本部を輪島市役所に移設し、輪島市災害対策本部との合同会議を開催（４月２４日

までに１９回開催） 

              ３月２９日以降、４月１６日まで災害対策本部員会議を毎日開催 

            ４月２４日１７：００ 災害対策本部員会議（第28回）開催 

同日、現地災害対策本部を撤収（合同会議解散） 

  ○関連予算の措置 

   ４月１７日、能登半島地震に係る県補正予算を専決（計上額 ４，４６９，６７５千円） 

  ○復旧・復興本部の設置 

   ４月２５日１０：００石川県能登半島地震復旧・復興本部を設置（第１回会議開催） 

能登半島地震に関する被害等の状況について
 

（平成２０年 ２月 ５日１７時００分まとめ） 
石川県災害対策本部 

１ 人的被害・住家被害等 
 （１）人的被害・住家被害（２月 ５日１６：００現在） 

人的被害（人） 住家被害（棟） 
市  町 

死 者 重傷者 軽傷者 全 壊 半 壊 一部損壊 

非住家被害

（棟） 
備考

金沢市     １６  
七尾市  ２４ １０３ ６８ ２９９ ７，２８５ ３４３  

小松市     ２  
輪島市 １ ４６ ６９ ５１３ １，０８６ ９，９８８ ２，８９９  
珠洲市   ３  ６７３ ２３  
加賀市     ６ ６  
羽咋市   １ ３ １３ １４２ ２９  
かほく市    ３ ２ １８ １１  
白山市     １ ７  
能美市     １  
津幡町   １  ２ １  
志賀町  １０ ２７ １５ ２１５ ３，３８４ ８５０  
宝達志水町     ３ ２６ １  
中能登町  ３  ３ ７ １，９５９ １５  
穴水町  ３ ３６ ７９ １００ ２，３１８ ２４９  
能登町  ２ １０ １ １０ １，１３０ １８  
 計 １ ８８ ２５０ ６８５ １，７３５ ２６，９３２ ４，４７１  

  ※川北町、野々市町、内灘町の３町では、被害は発生していない。 
（２）火 災 なし 
（３）孤立者 なし 
   （３月２５日能登有料道路「別所岳サービスエリア」に１３７名孤立。同日１７：２０解消） 
 
２ 避難者 なし 
  ※避難所は５月３日ですべて閉鎖された。 
 
参考：ピーク時の避難者数等：４７カ所２，６２４人（３月２６日６：００時点） 

市 町 自主避難 

（人） 

避難箇所 

（カ所） 

七尾市 ６０ ７ 

輪島市 ２，２１４ ２６ 

志賀町 １９８ ６ 

中能登町 ３ １ 

穴水町 １３６ ６ 

能登町 １３ １ 

 

※ 避難勧告の状況 なし 

3月26日14:10避難勧告 輪島市門前町内保2世帯3人、門前町嶺1世帯1人 家屋倒壊のおそれ、4月1日15:50解除 

     3月31日17:12避難勧告 輪島市大沢町6世帯9名 落石のおそれ、4月5日9:00解除 
  

 
 
 
 
 
 

（内訳） 
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② 市町災害対策本部（３市４町） 

    ○設置状況 

 七尾市 ３月２５日１０：００、珠洲市 ２５日１０：００（４月２５日廃止）、 

輪島市 ２５日１０：１０、中能登町 ２５日１０：１０（４月２７日廃止）、 

穴水町 ２５日１０：２０、志賀町 ２５日１０：４０（５月２１日廃止） 

能登町 ２５日１０：１５（４月２５日廃止） 

    ○復旧・復興本部等の設置状況 

     珠洲市：能登半島地震珠洲市災害復興支援本部設置（４月２５日） 

  能登町：能登町災害復興本部設置（４月２５日） 

穴水町：能登半島地震穴水町災害復旧・復興対策本部設置（４月２５日） 

輪島市：輪島市震災復興本部設置（５月７日） 

志賀町：志賀町災害復興本部設置（５月２１日） 

     七尾市：七尾市能登半島地震災害復興本部設置（５月２５日） 

（２）災害救助法適用（３市４町） 

    ３月２５日１６：３０、３市４町に災害救助法を適用 

     七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、中能登町、穴水町、能登町 

（３）被災者生活再建支援法適用 

    ４月２日１７：３０、被災者生活再建支援法の対象となる自然災害とする旨公示 

    ４月２日から、県及び県内８市町職員をり災証明現地調査に協力派遣 

    ４月７日から、県現地災害対策本部に総合相談窓口を設置、被災市町においても、相談窓口を開設 

    １２月１７日、市町に対する改正法制度（１２月１４日施行）説明会の実施 

（４）局地激甚災害の指定（３市３町） 

    ４月２０日閣議決定、４月２５日 公布施行 七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、能登町  

（５）国への説明・国調査等 

    ３月２５日・２６日 政府調査団が輪島市内被害状況調査 

    ３月３０日 国土交通大臣が輪島市内視察等 

    ４月 ２日 衆議院災害対策特別委員会が輪島市被害状況等調査 

４月 ３日 知事から内閣総理大臣へ被害状況等の説明及び要望 

    ４月１１日 知事から天皇、皇后両陛下へ被災状況の御説明 

    ４月１３日 内閣総理大臣が輪島市内被災状況現地視察 

（６）自衛隊活動状況（２１個部隊 延べ２，７３５人活動） 

    ３月２５日災害派遣要請、４月８日撤収要請 

給 食 支 援 ：輪島市、穴水町（輪島市４月８日、穴水町４月１日終了） 

    入 浴 支 援 ：輪島市（４月８日終了） 

ブルーシート張り：輪島市（３月２７日終了） 

給 水 支 援 ：七尾市、輪島市、志賀町、穴水町（４月４日９：００全て終了） 

    緊急物資輸送：輪島市への緊急輸送（毛布）（３月２６日終了） 

    そ  の  他：被害情報収集、航空撮影等（４月８日終了） 

（７）消防活動状況 

   ①緊急消防援助隊 

  ３月２５日１０：１５ 派遣要請 

１３：３０ 消防庁ヘリ東京立川離陸（総務省２名、部隊長２名、クルー８名） 

         １６：００ ８７隊３４９名が活動 

    ３月２６日１０：４２ ２０隊１００名による調査・捜索の結果を踏まえ、派遣解除要請を行い、撤収 

   ②石川県消防広域応援隊 

    ３月２５日１０：４５ 派遣要請 

         １５：２５ １４隊５３名が活動 

    ３月２６日１０：４２ ６隊３０名による調査・捜索の結果を踏まえ、撤収 

（８）災害救助犬連合会   

３月２５日 輪島市門前地内に到着、捜索後撤収 

（９）災害救援車両への措置 

    能登有料道路、高速道路等を通行する災害救援車両に対して、通行料免除措置を5月25日まで実施 

（10）応急危険度判定 

    ３月３０日 応急危険度判定調査完了（対象７，６００棟） 

（11）災害ボランティア活動 

・３月２５日に、災害対策ボランティア本部を設置 

・３月２８日からボランティアによる災害救援活動開始（5月31日18:00現在 累計16,103名） 

（12）健康管理活動等の状況 

    巡回相談、健康相談窓口の開設 

（13）応急仮設住宅の設置状況等 

市 町 設置場所（戸数） 入居開始日 引き渡し状況（2月 5日16:00現在）

宅田町（２０戸） ４／２８ １８戸（ １７世帯  ３７人） 

山岸町（５０戸） ５／３  ４９戸（ ４８世帯  ９８人） 

門前町舘（３０戸） ４／２８ ２９戸（ ２９世帯  ６３人） 

輪島市（４カ所２５０戸）

 

門前町道下（１５０戸） ４／３０ １０７戸（１０２世帯 ２５２人） 

穴水町（１カ所４５戸） 大町（４５戸） ４／３０ ３５戸（ ３５世帯  ６８人） 

富来領家町（１０戸） ５／１ ９戸（  ９世帯  ３２人） 
志賀町（２カ所１９戸） 

鵜野屋（９戸） ５／１ ５戸（  ５世帯  １２人） 

小島町（１０戸） ５／８ ８戸（  ８世帯  ２３人） 

田鶴浜町（５戸） ５／８ ５戸（  ５世帯  １５人） 七尾市（３ヵ所２０戸） 

中島町浜田（５戸） ５／８ ４戸（  ４世帯  １１人） 

計 １０ヵ所３３４戸  ２６９戸（２６２世帯 ６１１人） 

 

 ５ 震度情報等の発表状況 

（１） 震度情報（石川県内で震度４以上を観測した地震） 

平成１９年３月２５日 ９時４２分頃 マグニチュード６．９ 震源の深さ約１１ｋｍ 

           震度６強：七尾市、輪島市、穴水町 震度６弱：志賀町、中能登町、能登町 

           震度５強：珠洲市         震度５弱：羽咋市、宝達志水町、かほく市 

           震度４：金沢市、小松市、加賀市、津幡町、内灘町、白山市 

１５時４３分頃 マグニチュード４．３ 震源の深さ約１０ｋｍ 

           震度４ ：輪島市 

１８時１１分頃 マグニチュード５．３ 震源の深さ約１０ｋｍ 

              震度５弱：輪島市、穴水町  震度４：七尾市、能登町 

       ３月２６日 ７時１６分頃 マグニチュード５．３ 震源の深さ約１０ｋｍ 

震度４ ：七尾市、輪島市、志賀町、穴水町 

            １４時４６分頃 マグニチュード４．８ 震源の深さごく浅い 

震度５弱：志賀町      震度４：輪島市、穴水町 

            １８時０２分頃 マグニチュード４．４ 震源の深さ約２０ｋｍ 

震度４ ：輪島市 

       ３月２８日 ８時０８分頃 マグニチュード４．８ 震源の深さ約１０ｋｍ 

              震度５弱：輪島市      震度４：穴水町 

            １３時０５分頃 マグニチュード４．７ 震源の深さ約２０ｋｍ 

              震度４ ：輪島市、穴水町 

       ４月 ６日１５時１８分頃 マグニチュード４．５ 震源の深さごく浅い 

              震度４ ：穴水町 

５月 ２日２０時４４分頃 マグニチュード４．６ 震源の深さ約１０ｋｍ 

              震度４ ：輪島市 

       ６月１１日 ３時４５分頃 マグニチュード５．０ 震源の深さごく浅い 

              震度４ ：輪島市、志賀町、穴水町 

平成２０年１月２６日 ４時３３分頃 マグニチュード４．８ 震源の深さ約１１ｋｍ 

              震度５弱：輪島市      震度４：穴水町 

（２）津波情報 

    ３月２５日  ９時４３分津波注意報発表、２５日１１時３０分解除 
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